
143 

 

3.2.9 滞納整理事務  

 

Ⅰ  事務の概要及び税務統計数値  

 

市税事務所における基本的な事務の概要は、下記のとおりである。  

 

 

１  滞納整理とは  

 

滞納整理とは、滞納市税等について行われる納税督励・折衝、滞納処分等の一連の事

務手続を総称する実務上の用語である。 

滞納整理の概ねの流れは、以下のとおりである。  

  

⑥方針の決定  

課税要件の成立  

①納付・納入義務の確定  ①納付・納入期限  

②督促状送付  

滞納整理事務  

③滞納者の受入  

④納付督励（催告等 ) 

 納税相談（分納等） 

⑤実態調査  

  財産調査  

⑦滞納処分（差押等 ) 

↓  

取立・換価  

↓  

配当  

⑧処分停止  

⑨不納欠損  

完結 
充当  

欠損  

納付・納入  
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２  滞納整理事務の流れ  

 

具体的な滞納整理の事務手続は、税政部納税指導課における「滞納整理の手引書」（以

下「手引書」という。）にまとめられている。以下、手引書を要約しつつ、必要に応じ

て説明を補充しながら、上記図に従い、滞納整理事務を中心として、租税徴収の流れを

説明する。  

 

①  納付納入義務の確定、及び納付納入期限  

 

地方税法及び市税条例の定める課税要件が充足されたときに、市税の納税義務が成

立する。この段階では、その納税義務はまだ抽象的なものであり、納税の告知により

確定するものについては賦課決定により、納税者等の申告により確定するものについ

ては申告により、納期限又は申告期限の経過をもって確定するものは更正・決定によ

り、それぞれ確定する。  

納税の告知、申告、及び更正・決定により納税義務が確定し、納税者がこれを納付

又は納入（以下「納付等」という。）期限までに納付する場合、納税者は滞納者と認

定されず、徴収事務は完了する。  

 

②  督促 

納税者等が納期限までに市税を完納しない場合は、納期限後 30 日までに督促状を

発しなければならない。この点、地方税法上は 20 日以内に督促状を発しなければな

らないとされているが、札幌市では市税条例第 13 条により 30 日以内とされている。

督促は、納税の履行催告のほか、差押の前提要件であり、また、これにより時効中断

が生じる。  

 

市税条例  

（督促）  

第 13 条  納税者又は特別徴収義務者が納期限までに徴収金を完納しない場合におい

ては、徴税吏員は、納期限後 30 日以内に督促状を発しなければならない。ただし、

徴収猶予をした期間内及び繰上徴収をする場合においては、これを発しないものと

する。 
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督促状を受領した納税者がこれを完納した場合、納税者は滞納者と認定されず、徴

収事務は完了する。  

 

③  滞納者認定及び受入れ 

 

   一般的には、納期限までに納付等されないことを滞納というが、督促状が送達され

ていることが滞納処分の前提条件であるため、札幌市では、督促状を発した日から起

算して 10 日を経過した日の翌日に、滞納者と認定している。滞納者と認定された納

税者は、滞納整理事務の対象となり、同事務が開始される。なお、10 日を経過した日

の翌日に滞納者と認定するのは、督促状を発した日から起算して 10 日を経過した日

までに納税しない場合は、滞納者の財産を差し押さえなければならないとの規定が地

方税法にあり、滞納処分が予定される段階に入るためと解される（地方税法第 331 条

第１項第１号、第 373 条第１項第１号、第 459 条第１項第１号等。例えば、市民税に

ついての条文は以下のとおり。）。 

  

地方税法  

（市町村民税に係る滞納処分）   

第 331 条  市町村民税に係る滞納者が次の各号の一に該当するときは、市町村の徴税吏

員は、当該市町村民税に係る地方団体の徴収金につき、滞納者の財産を差し押えなけ

ればならない。   

(1) 滞納者が督促を受け、その督促状を発した日から起算して 10 日を経過した日ま

でにその督促に係る市町村民税に係る地方団体の徴収金を完納しないとき。   

（以下略）  

 

④  納税督励・納税相談  

 

   督促をしてもなお完納されない滞納者に対しては、文書・電話・訪問などにより催

告を行う。催告の方法は、文書催告、自宅への電話催告又は訪問催告などがあり、基

本的には文書催告から行うことが多い。なお、新規の滞納者に対しては、文書による

催告のほか、民間委託による「札幌市納税お知らせセンター」から、電話による市税

の納付呼びかけを実施している。  

   滞納者から市税の納付が困難との申出があった場合は、納税相談により滞納者の実
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情に応じた対応を行う。後述する分割納付（分納）もその一つである。  

 

⑤  実態調査・財産調査  

 

   文書催告又は電話催告等の納税督励にかかわらず、納税に誠意を示さないと判断さ

れる滞納者に対しては、滞納処分に着手することになる。  

   滞納処分とは、租税債権の強制的実現を図るために、滞納者の財産の差押えと換価

を経て、配当により終わる手続をいう。租税債権には一般の民事債権と異なり、裁判

所の強制執行手続によらずに、自力で権利実現できるという自力執行力が認められて

いる。よって、札幌市は滞納者に換価可能、かつ、差押可能な財産がある場合は、こ

れを差押えて徴収金を強制的に徴収することになる。  

その差押可能財産の有無等の調査のため、札幌市は、滞納者の実態調査及び財産調

査を行う。  

財産調査は、国税徴収法（昭和 34 年法律第 147 号）の例によるとされ、一定の調

査権限が認められている（地方税法第 20 条の 11、第 298 条第１項、第 331 条第６項、

第 373 条第７項等、国税徴収法第 141 条）。これに基づき、札幌市は、滞納者から、

滞納原因、生活状況、及び収入資産状況等の聴取を行うとともに、例えば金融機関等

に対し口座の有無及び残高など、並びに生命保険契約の有無、解約返戻金の有無及び

額などの調査を行う。  

地方税法  

（官公署等への協力要請）   

第 20 条の 11 徴税吏員は、この法律に特別の定めがあるものを除くほか、地方税に関

する調査について必要があるときは、官公署又は政府関係機関に、当該調査に関し参

考となるべき簿書及び資料の閲覧又は提供その他の協力を求めることができる。  

 

（徴税吏員の市町村民税に関する調査に係る質問検査権）   

第 298 条  市町村の徴税吏員は、市町村民税の賦課徴収に関する調査のために必要があ

る場合においては、次に掲げる者に質問し、又は第１号から第３号までの者の事業に

関する帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他の人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成又は保存がされてい  
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る場合における当該電磁的記録を含む。次条第１項第１号及び第２号において同じ。）

その他の物件を検査し、若しくは当該物件（その写しを含む。）の提示若しくは提出

を求めることができる。  

 (1) 納税義務者又は納税義務があると認められる者   

(2) 前号に規定する者に金銭又は物品を給付する義務があると認められる者   

(3) 給与支払報告書を提出する義務がある者及び特別徴収義務者  

 (4) 前３号に掲げる者以外の者で当該市町村民税の賦課徴収に関し直接関係がある  

と認められる者  

（以下略）  

 

（市町村民税に係る滞納処分）   

第 331 条  （第１項～第５項は略）  

６  前各項に定めるものその他市町村民税に係る地方団体の徴収金の滞納処分につい

ては、国税徴収法  に規定する滞納処分の例による。   

（以下略）  

 

国税徴収法  

（質問及び検査）   

第 141 条  徴収職員は、滞納処分のため滞納者の財産を調査する必要があるときは、そ

の必要と認められる範囲内において、次に掲げる者に質問し、又はその者の財産に関

する帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他の人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成又は保存がされている場

合における当該電磁的記録を含む。第 146 条の２及び第 188 条第２号において同じ。）

を検査することができる。   

(1) 滞納者 

(2) 滞納者の財産を占有する第三者及びこれを占有していると認めるに足りる相当の  

理由がある第三者  

(3) 滞納者に対し債権若しくは債務があり、又は滞納者から財産を取得したと認める  

に足りる相当の理由がある者  

(4) 滞納者が株主又は出資者である法人  
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⑥  方針の決定  

 

滞納整理事務の方針は、滞納者に対する納税指導・実態調査に基づき、「徴収」「滞

納処分」「滞納処分の執行停止（処分停止）」のいずれかに決定される。よって、実態

調査及び財産調査と並行して行う催告によって滞納が解消されない場合は、このいず

れかの方針に従い、滞納整理事務が進められる。  

上記の「徴収」とは、納税慫慂
しょうよう

（納税を勧めること）により徴収に至る場合のこと

である。  

「滞納処分」とは、上記のとおり、差押え等により強制的に徴収金を徴収すること

である。  

「処分停止」とは、滞納者に一定の事由があると認められる場合に、滞納者の申請

を要することなく、職権で強制徴収を停止することであり、原則として、３年間執行

停止が継続すると納税義務が消滅する（地方税法 15 条の７、後述）。いずれにせよ、

任意、あるいは滞納処分による徴収、又は処分停止による納税義務の消滅が予定され

ている。  

 

⑦  滞納処分  

 

   財産調査により適切な差押可能財産を発見した場合は、原則として滞納処分を行う

ことを方針とし、差押予告書を発する。さらに、必要に応じて差押事前通知書（最終

通知）を発する。ただし、従前から滞納を繰り返しているなど、誠意がないと判断さ

れる者等に対しては、上記各書面を発送することなく滞納処分に及ぶことがある。  

   納税資力があるにもかかわらず、督促・催告をしても市税を納付しない滞納者に対

しては、滞納処分を行い強制的な徴収を行う。  

   滞納処分には、差押え、交付要求、及び参加差押えがある。差押えとは、徴収吏員

が滞納者の特定の財産につき滞納者による処分を禁止し、これを換価できる状態にお

く強制的な処分である。差押え後は、換価処分及び配当が予定される。配当とは、差

押対象財産が債権であれば取り立てがなされた金銭、不動産や動産であれば公売がな

された際の売却代金を滞納市税等に充て、一定の債権者に交付し、残余があれば滞納

者に交付することをいう。  

   交付要求とは、滞納者の財産について、既に強制執行、滞納処分等の強制換価手続

が開始されている場合に、同手続に参加して執行機関に滞納市税等の配当を求めるこ
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とをいう。  

   参加差押えとは、滞納者の財産について、既に滞納処分による差押えが先行してい

る場合に行う差押えのことであり、執行機関に滞納市税の配当を求めることをいう。 

 

⑧  徴収の緩和（処分停止等）  

 

   納税者等が市税を納期限までに納めない場合に対しては、上記のとおり滞納処分に

及ぶのが原則とされているが、滞納者の個別事情等により滞納処分が適当でない場合、

徴収緩和の措置がとられることがある。  

地方税法上は、徴収猶予、換価の猶予、及び前述の滞納処分の執行停止（処分停止）

の制度がある。  

 

ア  徴収猶予  

    徴収猶予は、一定の事由があると認められる場合に、納税者等からの申請に基づ

いて原則として１年以内（例外的に２年）に限り、納税を猶予することができる制

度であるが、その要件は限定されている。また、猶予額が 50 万円を超える場合には、

原則として担保の徴取が必要となる（地方税法第 15 条、第 16 条）。  

 

地方税法  

（徴収猶予の要件等）   

第 15 条  地方団体の長は、納税者又は特別徴収義務者が次の各号の一に該当する場

合において、その該当する事実に基き、その地方団体の徴収金を一時に納付し、又

は納入することができないと認めるときは、その納付し、又は納入することができ

ないと認められる金額を限度として、その者の申請に基き、１年以内の期間を限り、

その徴収を猶予することができる。この場合においては、その金額を適宜分割して

納付し、又は納入すべき期限を定めることを妨げない。  

(1) 納税者又は特別徴収義務者がその財産につき、震災、風水害、火災その他の災

害を受け、又は盗難にかかつたとき。  

 (2) 納税者若しくは特別徴収義務者又はこれらの者と生計を一にする親族が病気  

にかかり、又は負傷したとき。  

(3) 納税者又は特別徴収義務者がその事業を廃止し、又は休止したとき。  
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(4) 納税者又は特別徴収義務者がその事業につき著しい損失を受けたとき。  

(5) 前各号の一に該当する事実に類する事実があつたとき。   

２  地方団体の長は、納税者又は特別徴収義務者につき、地方団体の徴収金の法定納

期限（随時に課する地方税については、その地方税を課することができることとな

つた日）から１年を経過した後、その納付し、又は納入すべき額が確定した場合に

おいて、その納付し、又は納入すべき地方団体の徴収金を一時に納付し、又は納入

することができない理由があると認めるときは、その納付し、又は納入することが

できないと認められる金額を限度として、その地方団体の徴収金の納期限内にされ

たその者の申請に基き、その納期限から１年以内の期間を限り、その徴収を猶予す

ることができる。この場合においては、前項後段の規定を準用する。   

３  地方団体の長は、前２項の規定により徴収を猶予した場合において、その猶予を

した期間内にその猶予をした金額を納付し、又は納入することができないやむを得

ない理由があると認めるときは、納税者又は特別徴収義務者の申請により、その期

間を延長することができる。ただし、その期間は、すでにその者につき前２項の  

規定により徴収を猶予した期間とあわせて２年をこえることができない。  

（以下略） 

 

（担保の徴取）   

第 16 条 地方団体の長は、第 15 条又は第 15 条の５の規定により徴収を猶予し、又

は差押財産の換価を猶予する場合には、その猶予に係る金額に相当する担保で次に

掲げるものを徴さなければならない。ただし、その猶予に係る金額が 50 万円以下

である場合又は担保を徴することができない特別の事情がある場合は、この限りで

ない。 

（以下略）  

 

イ  換価の猶予  

    換価の猶予は、差し押さえた財産を換価すると事業の継続又は生活の維持を困難

にするおそれがあるとき等に、職権判断で差し押さえた財産の換価を猶予し、その

猶予期間内に完納を求める制度である。  
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地方税法  

（換価の猶予の要件等）   

第 15 条の５  地方団体の長は、滞納者が次の各号の一に該当すると認められる場合

（第 15 条第１項の規定に該当する場合を除く。）において、その者が地方団体の徴

収金の納付又は納入について誠実な意思を有すると認められるときは、その納付

し、又は納入すべき地方団体の徴収金につき滞納処分による財産の換価を猶予する

ことができる。ただし、その猶予の期間は、１年をこえることができない。   

(1) その財産の換価を直ちにすることによりその事業の継続又はその生活の維持

を困難にするおそれがあるとき。  

(2) その財産の換価を猶予することが、直ちにその換価をすることに比して、滞納

に係る地方団体の徴収金及び最近において納付し、又は納入すべきこととなる他

の地方団体の徴収金の徴収上有利であるとき。  

（以下略）  

 

ウ  滞納処分の執行停止（処分停止）  

処分停止とは、滞納者に、無財産・生活困窮・所在及び財産不明等の納税資力が

ないと判断される一定の事由がある場合に、滞納者の申請を要することなく職権で

強制徴収を停止することをいう。原則として、３年間処分停止が継続すると納税義

務が消滅するが、無財産で処分停止とする場合において、法人が倒産した場合など

特別な事情がある場合は、３年間の処分停止の継続を待たずに、即時に納税義務を

消滅させることができる。これを即時消滅という（以上、地方税法第 15 条の７）。

納税義務を消滅させる点で、上記の徴収猶予及び換価の猶予とは質的に異なる。  

 

地方税法  

（滞納処分の停止の要件等）   

第 15 条の７  地方団体の長は、滞納者につき次の各号の一に該当する事実があると認

めるときは、滞納処分の執行を停止することができる。   

(1) 滞納処分をすることができる財産がないとき。   

(2) 滞納処分をすることによつてその生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき。   

(3) その所在及び滞納処分をすることができる財産がともに不明であるとき。   

２  地方団体の長は、前項の規定により滞納処分の執行を停止したときは、その旨を  
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滞納者に通知しなければならない。   

３  地方団体の長は、第一項第二号の規定により滞納処分の執行を停止した場合にお

いて、その停止に係る地方団体の徴収金について差し押えた財産があるときは、そ

の差押を解除しなければならない。   

４  第１項の規定により滞納処分の執行を停止した地方団体の徴収金を納付し、又は

納入する義務は、その執行の停止が３年間継続したときは、消滅する。   

５  第１項第１号の規定により滞納処分の執行を停止した場合において、その地方団

体の徴収金が限定承認に係るものであるときその他その地方団体の徴収金を徴収す

ることができないことが明らかであるときは、地方団体の長は、前項の規定にかか

わらず、その地方団体の徴収金を納付し、又は納入する義務を直ちに消滅させるこ

とができる。  

 

 ⑨  不納欠損  

 

   処分停止や消滅時効により納税義務が消滅した場合、不納欠損として会計上の処理

を行う  

 

 ⑩  時効消滅  

 

   市税の徴収を目的とする権利は、原則として法定納期限の翌日から起算して５年間

経過したときに時効により消滅する（地方税法第 18 条第１項）。時効制度においては、

中断事由が生じると同事由の終了した日の翌日から新たな時効が進行することとさ

れている。例えば、滞納者が納税義務を認めた場合は、その翌日から改めて５年が経

過することで時効が完成する。  

   滞納整理事務では時効消滅は予定されておらず、そのため冒頭の図に時効消滅の記

載はない。  

地方税法  

（地方税の消滅時効）   

第 18 条  地方団体の徴収金の徴収を目的とする地方団体の権利（以下この款において「地

方税の徴収権」という。）は、法定納期限（次の各号に掲げる地方団体の徴収金につい

ては、それぞれ当該各号に定める日）の翌日から起算して５年間行使しないこと  
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によつて、時効により消滅する。   

（第１号及び第２号は略）  

２  前項の場合には、時効の援用を要せず、また、その利益を放棄することができない

ものとする。   

３  地方税の徴収権の時効については、この款に別段の定があるものを除き、民法の規

定を準用する。  

 

 【３ -２ -９-Ⅰ -図表１  過去３年間の滞納処分執行状況】  

  

 

【３ -２-９ -Ⅰ -図表２  過去５年間の滞納処分の停止状況】  

  

 

【３ -２-９ -Ⅰ -図表３  過去５年間の不納欠損額の処分状況】  

  

（以上、包括外部監査人作成資料）  

  

（単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度

税額 税額 税額
動産差押 33,669 32,346 47,661
債権差押 3,440,582 2,898,976 2,458,208
不動産差押 702,288 461,227 293,596

電話加入権差押 - - -
その他の差押 63,059 23,151 15,110
交付要求 616,572 437,267 305,383
参加差押 270,960 599,073 175,244
二重差押 281,418 177,916 86,140
合計 5,408,548 4,629,956 3,381,342

区分

滞納処分執行状況年度別調

（単位：千円、件）
無財産 生活困窮 居住不明
税額 税額 税額 税額 件数

22 1,444,139 82,429 58,259 1,584,827 70,388
23 1,394,812 88,529 57,036 1,540,377 58,937
24 1,308,638 93,509 57,983 1,460,130 60,256
25 879,279 72,047 31,476 982,802 48,637
26 695,333 47,659 29,354 772,346 36,489

年度

滞納処分の停止状況年度別調
合計

不納欠損処分年度別調 （単位：円、件）
年度 税額 件数

平成22年度 1,585,721,403 89,311
平成23年度 1,582,950,884 83,424
平成24年度 1,522,822,334 75,313
平成25年度 1,151,385,300 64,743
平成26年度 883,507,365 53,407
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３  監査の内容  

 

  滞納整理事務の概要は、以上のとおりである。滞納整理は、その内容が多岐にわたり

膨大であるため、納付等以外による納税義務の消滅原因である除斥期間、処分停止、及

び消滅時効を中心に監査した。また、法律上の制度ではないが、税債権の分割納付を許

容する扱い（分割納付・分納）について、その是非及び在り方を併せて監査した。  

監査に当たっては、税政部及び各市税事務所の既存資料、並びに監査人請求により作

成された資料を査閲及び分析し、税政部納税指導課、市民税課、及び各市税事務所の滞

納整理担当者等からヒアリングを行った。  

  以下、個別テーマ毎に順次報告する。  

 

Ⅱ  除斥期間について  

 

１  概要 

 

（１）個人住民税の賦課方法  

 

   ここでは、個人住民税を取り上げるので概要を述べる。  

   個人住民税の徴収は、法の規定により特別徴収の方法による場合のほか、普通徴収

の方法によらなければならない（地方税法第 319 条）。  

   特別徴収とは、地方税の徴収について便宜を有する者にこれを徴収させ、かつ、そ

の徴収すべき税金を納入させることをいう（地方税法第１条第１項第９号）。例えば、

給与所得者が給与から住民税額を控除されている場合がこれに当たる。他方で、普通

徴収とは、徴税吏員が納税通知書を当該納税者に交付することによって地方税を徴収

することをいう（地方税法第１条第１項第７号）。例えば、送付された納税告知書に

従い納付書にて納付する場合がこれに当たる。  

市税は、地方税法及び条例に定める課税要件が充足されたときに成立するが、この

段階ではまだ市税は確定しておらず抽象的なものであり、賦課決定、申告、及び更正・

決定などの一定の手続により、具体的な納税義務として確定するものとされている。 

   そのうち個人住民税は、賦課決定により納税義務が確定する。賦課決定とは、課税

権者（本市でいえば札幌市）自らが、調査に基づいて普通徴収の方法によって徴収す

る地方税の課税標準額や税額を決定し、納税通知書を送達することによって納税義務
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を確定させる制度をいう（特別徴収の方法による個人住民税特別徴収税額を確定する

処分も含む。）。  

   すなわち、個人住民税は、納税者に納付等の告知をすることで納税義務が確定する

（地方税法第 13 条第１項）。言い換えれば、賦課決定は納税通知書の到達をもって完

了するものと解されるのであり（国税通則法（昭和 37 年法律第 66 号）第 32 条第１

項及び第３項参照。同条項の趣旨は地方税法にも妥当するものと思料する）、納税通

知書の到達がなければ賦課決定が完了していないことになる。  

 

地方税法  

（納付又は納入の告知）   

第 13 条   地方団体の長は、納税者又は特別徴収義務者から地方団体の徴収金（滞納処分

費を除く。）を徴収しようとするときは、これらの者に対し、文書により納付又は納入

の告知をしなければならない。この場合においては、当該文書には、この法律に特別

の定がある場合のほか、その納付又は納入すべき金額、納付又は納入の期限及び納付

又は納入の場所その他必要な事項を記載するものとする。  

（以下略） 

 

国税通則法  

（賦課決定）   

第 32 条  税務署長は、賦課課税方式による国税については、その調査により、課税標準

申告書を提出すべき期限（課税標準申告書の提出を要しない国税については、その納

税義務の成立の時）後に、次の各号の区分に応じ、当該各号に掲げる事項を決定する。 

(1) 課税標準申告書の提出があつた場合において、当該申告書に記載された課税標準    

が税務署長の調査したところと同じであるとき。  納付すべき税額   

(2)・ (3) （略） 

２  （略） 

３  第１項の規定による決定は、税務署長がその決定に係る課税標準及び納付すべき税

額を記載した賦課決定通知書（第１項第１号に掲げる場合にあつては、納税告知書）

を送達して行なう。   

（以下略） 
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（２）除斥期間  

 

納税者の居所が不明である場合、納税通知書が送達できないため賦課決定が完了せ

ず、納税者の住所調査を行うことになる。よって、住所が判明しない場合は賦課決定

が長期間完了しない事態が生じる。  

しかし、租税債権が長期間執行されないことは適当ではない。  

そのため、地方税法は賦課権の行使について期間制限を定めており、賦課決定につ

いては法定納期限の翌日から起算して３年の除斥期間が設けられている（地方税法第

17 条の５第３項）。なお、法定納期限とは、地方税を納付等するべき期限（修正申告、

期限後申告、更正若しくは決定、繰上徴収又は徴収の猶予に係る期限その他政令で定

める期限を除く。）をいい、地方税で納期を分けているもののうち第２期以降の分に

ついては、その第１期分に係る納期限が法定納期限となる（地方税法第 11 条の４第

１項）。個人住民税の法定納期限は納期が分けられているが、上記のとおり第１期の

納期限が法定納期限となり、札幌市では６月 30 日が法定納期限になる（地方税法第

320 条、市税条例第 32 条、地方税法第 11 条の４第１項）。  

他方で除斥期間とは、一定の期間内に権利を行使しないとその期間の経過によって

権利が当然に消滅する場合におけるその期間をいう。先に述べた消滅時効と異なり、

中断は認められない。  

以上から、個人住民税は法定納期限の翌日から３年を経過した日までに賦課決定の

送達がなければ、除斥期間の経過により消滅する。  

 

地方税法  

（更正、決定等の期間制限）  

第 17 条の５   （略） 

３  賦課決定は、法定納期限の翌日から起算して３年を経過した日以後においては、す

ることができない。   

（以下略）  

 

（普通徴収に係る個人の市町村民税の納期）   

第 320 条  普通徴収の方法によつて徴収する個人の市町村民税の納期は、６月、８月、

10 月及び１月中（当該個人の市町村民税額が均等割額に相当する金額以下である場  
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合にあつては、６月中）において、当該市町村の条例で定める。但し、特別の事情が  

ある場合においては、これと異なる納期を定めることができる。  

 

市税条例  

（個人の市民税の納期）  

第 32 条  普通徴収の方法によつて徴収する個人の市民税の納期は、次のとおりとする。

ただし、当該個人の市民税額が均等割額に相当する金額以下である場合にあつては、

６月 16 日から同月 30 日までとする。  

第１期 ６月 16 日から同月 30 日まで 

（以下略）  

 

（３）公示送達制度  

 

除斥期間による納税義務の消滅を避けるには、納税告知書を納税者に送達して賦課

決定を完了させる必要がある。  

送達には、納税者の住所、居所、事務所又は事業所など送達すべき場所に対し、郵

便若しくは信書便により行う送達のほか、送達すべき場所において名宛人又は名宛人

に出会わない場合は、同居の者などに交付する交付送達などがある（地方税法第 20

条第１項から第３項）。  

また、送達はその書類が社会通念上送達を受けるべき者の支配下に入ったと認めら

れるときに効力が生じるとされている。例えば、郵便若しくは信書便による送達の場

合は、郵便受箱等に投函されたときに送達の効力が生じる。  

加えて、地方税法は、発送に関する一定の記録を作成することにより、郵便等が通

常到達すべきときに送達されたものと推定するとしている（地方税法第 20 条第４項

及び第５項）。  

 

地方税法  

（書類の送達）   

第 20 条  地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する書類は、郵便若しくは信書便

による送達又は交付送達により、その送達を受けるべき者の住所、居所、事務所又は  

事業所に送達する。ただし、納税管理人があるときは、地方団体の徴収金の賦課徴収  
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（滞納処分を除く。）又は還付に関する書類については、その住所、居所、事務所又

は事業所に送達する。  

２  交付送達は、地方団体の職員が、前項の規定により送達すべき場所において、その

送達を受けるべき者に書類を交付して行う。ただし、その者に異議がないときは、そ

の他の場所において交付することができる。   

３  次の各号に掲げる場合には、交付送達は、前項の規定による交付に代え、当該各号

に掲げる行為により行うことができる。   

(1) 送達すべき場所において書類の送達を受けるべき者に出会わない場合  その使

用人その他の従業者又は同居の者で書類の受領について相当のわきまえのあるも

のに書類を交付すること。  

(2) 書類の送達を受けるべき者その他前号に規定する者が送達すべき場所にいない

場合又はこれらの者が正当な理由がなく書類の受取を拒んだ場合  送達すべき場

所に書類を差し置くこと。   

４  通常の取扱いによる郵便又は信書便によつて第１項に規定する書類を発送した場

合には、この法律に特別の定めがある場合を除き、その郵便物又は民間事業者による

信書の送達に関する法律第２条第３項に規定する信書便物（第 20 条の５の３におい

て「信書便物」という。）は、通常到達すべきであつた時に送達があつたものと推定

する。   

５  地方団体の長は、前項に規定する場合には、その書類の名称、その送達を受けるべ

き者の氏名、あて先及び発送の年月日を確認するに足りる記録を作成しておかなけれ

ばならない。  

 

しかし、例えば納税者の住所等に納税通知書を送付しても返戻された場合など、不

到達が立証される場合は、上記推定規定は及ばない。  

この場合は、公示送達の実施を検討することになる（地方税法第 20 条の２）。  

   公示送達とは、書類を送付し意思表示を到達すべき場合に、当該書類を掲示場に掲

示して、掲示を始めた日から７日が経過したときに書類の送達があったものとみなす

制度である。「みなす」というのは、仮に名宛人において当該書類が公示送達となっ

ていることを知らなくとも、その者に対し当該書類が送達されたものと扱うことであ

る。  
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地方税法  

（公示送達）   

第 20 条の２ 地方団体の長は、前条の規定により送達すべき書類について、その送達

を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所が明らかでない場合又は外国におい

てすべき送達につき困難な事情があると認められる場合には、その送達に代えて公示

送達をすることができる。   

２  公示送達は、地方団体の長が送達すべき書類を保管し、いつでも送達を受けるべき

者に交付する旨を地方団体の掲示場に掲示して行う。   

３  前項の場合において、掲示を始めた日から起算して七日を経過したときは、書類の

送達があつたものとみなす。  

 

（４）公示送達の方法と調査  

 

   公示送達は、例えば中央市税事務所では、市税事務所入り口横の掲示板に書類を掲

示することにより行われる。よって、名宛人が、公示送達の事実を知ることは現実に

は期待できない。そのため、公示送達ができるのは、送達を受けるべき者の住所、居

所等が明らかでない場合などに限られている。具体的には、賦課関係帳簿書類の調査、

実地調査などその所在を確認するために通常必要と認められる調査をしても、なお、

住所、居所等が不明な場合に限られる。郵便物の返戻のみを理由に公示送達をしても

効力は生じないものと解されている。  

   よって、納税者の送達すべき場所が不明である場合は、公示送達の可否について通

常必要と認められる調査をし、可能な場合には公示送達をすることで除斥期間の経過

を防ぎ、以て納税義務の消滅を避けるという取扱いをすることになる。  

 

２  監査の内容  

 

各市税事務所の市民税課において納税者に関し送達すべき場所が判明しない場合に、

適切な調査の上で、可能な場合には公示送達がなされているかをヒアリング及び資料査

閲により監査した。  
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３  監査の結果  

 

【指摘事項】  

納税者の送達すべき場所が不明の場合は、適切な調査の上で公示送達を実施するべきで

ある。  

 

【理由】  

（１）市民税課での取扱い  

   市民税課では、従前、納税通知書が返戻された場合、課税保留という取扱いをして

いた。市民税課の課税保留の考え方は、以下のとおりとのことである。  

 

《札幌市における課税保留の論理》  

ア  個人住民税の賦課期日は、その年度の初日の属する年の１月１日（平成 27 年度の個

人住民税であれば平成 27 年１月１日）である（地方税法第 318 条）。  

 

イ  同年度の納税通知書は第１期の納期限の 10 日前までに納税者に交付されなければ

ならない（地方税法第 319 条の２第３項）。よって、普通徴収の市民税については、当

該年度の６月上旬に個人市民税の納税通知書が発送される。また、特別徴収の場合は、

特別徴収税額の通知が、特別徴収義務者を経由して、年度の初日の属する年の５月 31

日までに行われる（地方税法第 321 条の４第２項）。  

 

ウ  これらの通知が返戻された場合、上記通知が通常送達される日において納税者が当

該発送先に住所又は居所等を有していないといえる。  

 

エ  この場合、当該納税者が、いつ当該発送先から転居又は移転をしていたのかはわか

らない。そうすると、上記賦課期日である当該年度の１月１日の時点において、既に

転居又は移転をしていた可能性が否定できないことになる。具体的には、前年度の 12

月１日に既に札幌市から転居しており、賦課期日である平成 27 年１月１日には同市に

住所又は居所等を有していなかった可能性がある。  

 

オ  仮に上記１月１日の時点において納税者が札幌市に住所又は居所等を有していなか  
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ったのであれば、当該納税者に個人住民税を賦課することができない。  

 

カ  よって、当該年度の１月１日の時点において札幌市に住所又は居所等があったこと

が確認できない限り、札幌市が当該納税者に課税権を有しているか不明であるため、

課税を保留せざるを得ない。  

 

（２）問題点  

   上記の考え方は、地方税法にそぐわないように思われる。  

   地方税法は、市町村内に住所を有する個人に市民税を課すものとしており（地方税

法第 294 条第１項第１号）、市町村内に住所を有する個人とは、住民基本台帳法の適

用を受ける者については、当該市町村の住民基本台帳に記録されている者をいうとし

ている（地方税法第 294 条第２項）。そして、当該市町村の住民基本台帳に記録され

ている者とは、要するに当該市町村に住民票を持つ者であるから（住民基本台帳法（昭

和 42 年法律第 81 号）第６条第１項）、賦課期日において札幌市に住民票を持つ者は、

札幌市が住民税の課税権を有するものと取り扱うべきことになる（なお、仮に当該住

所地に滞納者が居住していないことが確認されるのであれば、住民票は通常職権消除

されていると思われ、また、納税者が住民票を移さずに他の市町村に転居しており、

転居先の市町村から住民税を課される場合は、地方税法第 294 条第３項及び第４項に

より、その旨、住民票のある札幌市に通知がなされるため、二重課税は生じない）。  

 

地方税法  

（市町村民税の納税義務者等）   

第 294 条  市町村民税は、第１号の者に対しては均等割額及び所得割額の合算額によつ

て、第３号の者に対しては均等割額及び法人税割額の合算額によつて、第２号及び第

４号の者に対しては均等割額によつて、第５号の者に対しては法人税割額によつて課

する。   

(1) 市町村内に住所を有する個人  

(2)～ (5) （略） 

２  前項第１号の市町村内に住所を有する個人とは、住民基本台帳法の適用を受ける者

については、当該市町村の住民基本台帳に記録されている者をいう。   

３  市町村は、当該市町村の住民基本台帳に記録されていない個人が当該市町村内に住  
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所を有する者である場合には、その者を当該住民基本台帳に記録されている者とみな

して、その者に市町村民税を課することができる。この場合において、市町村長は、

その者が他の市町村の住民基本台帳に記録されていることを知つたときは、その旨を

当該他の市町村の長に通知しなければならない。   

４  前項の規定により市町村民税を課された者に対しては、その者が記録されている住

民基本台帳に係る市町村は、第二項の規定にかかわらず、市町村民税を課することが

できない。  

（以下略） 

 

住民基本台帳法  

（住民基本台帳の作成）   

第６条  市町村長は、個人を単位とする住民票を世帯ごとに編成して、住民基本台帳を

作成しなければならない。  

（以下略） 

 

（３）結論  

以上により、札幌市が行っていた上記の課税保留の取扱いは、エ以下の解釈に猜疑

があり、地方税法の規定にそぐわないものといえる。  

地方税法の規定に従った場合、納税者に送付した納税通知書が返戻されたときには、

必要な調査を行った上で、公示送達の可否を検討するべきであり、課税保留としたま

ま３年間の除斥期間を経過させることは妥当とは言い難い。  

現在、課税保留の取扱い状況については、市税事務所全体において返戻分の納税通

知書について公示送達が行われたのは総件数で 52 件、また、送付先未判明のまま除

斥期間が経過したのは総件数で 264 件であり、その詳細については下記の３ -２ -９ -

Ⅱ -図表１のとおり（ただし、中央市税事務所においては平成 24 年度の返戻納税通知

書に関する記録が文書保存年限の経過により保管されておらず、金額不明のため同事

務所分を除いた額）であった。 

公示送達をするにはその送達を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所が明   

らかでない場合等に限られている。よって、上記の送付先未判明分全てについて公示

送達が可能であったかは不明である。仮に公示送達がなされたとしても、居所不明者

であるという事情に鑑みれば、その後の滞納処分において回収できた額は少額である

と推察され、公示送達により上記税額が全額回収できていたとは到底いえない。  
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しかし、札幌市からのヒアリングによると、少なくとも課税保留案件につき公示送

達の可否に関し十分な調査をしていなかったとのことであり、上記のうち一部につい

ては、本来であれば、公示送達により納税義務の消滅が回避でき、その後の滞納整理

事務による財産調査等により回収されていた可能性があったといえる。  

 いずれにせよ、公示送達に関して適切な手続をとるべきであり、上記のとおり指摘

する。  

 

【３ -２-９ -Ⅱ -図表１】  

 

（税政部作成）  

 

（４）留意点  

先に述べたとおり、公示送達調査には、納税者の住所等に訪問し現地調査をするな

どの労力と時間がかかる。とすると、少額案件について、納税通知書が返戻された場

合全てにおいて当該調査を行うことは効率的な行政運営とは言い難い。  

課税の公平性と行政の効率性の調和の見地から、例えばではあるが、公示送達調査

の実施の可否について、一定の内部基準を策定の上、これに基づいて運用するなど、

一定の工夫をする必要があるように思われる。  
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Ⅲ  催告書について  

 

１  概要 

 

（１）督励の種類  

 

冒頭に掲げた図表のとおり、滞納整理事務は滞納者の受入れをした後に、納税督励

を行う。  

   滞納者に対しては、速やかな納税指導を行い、税負担の公平及び納税秩序維持を図

る必要がある。  

   手引書では、督励方法を以下のとおり分類している。  

・  通信による督励･･･催告書による督励  

           電話による督励  

・  面接による督励･･･来庁による督励  

            訪問による督励  

 

（２）催告書による督励  

 

   滞納者認定は、督促状を発送した日から起算して 10 日を経過した日の翌日までに収

納がない納税者に対して行われる。しかし、納税者は諸般の事情により納期限までに

納付等ができない場合がある。また、単に納税を失念している場合もある。そのため、

各税目の納期限ごとに、毎回、多くの滞納者が発生する。これら全員に対し、面接又

は電話による督励を行うことは不可能である。  

そのため、札幌市では、当該年度の課税案件（以下「現年課税案件」という。）の

滞納者に対しては、一定の間隔で一斉催告を行っている。 

   他方で、過年度課税案件の滞納者に対しては、納税意識を喚起し、また、催告書の

見逃しを防ぐため、通常の茶封筒のほかに、封筒の縁が焦げ茶色、緑色、赤色の封筒、

さらには、封筒全面が緑色、黄色、赤色の封筒が用意されている。何回目の催告の時

にどの封筒を用いるか厳密な取り決めはないが、概ね以下のように取り扱われている

とのことである。  

１回目･･･茶封筒  

２回目･･･縁が緑色のもの、又は全面が緑色のもの  
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３回目･･･縁が焦げ茶色のもの、又は全面が黄色のもの  

４回目･･･同上  

また、滞納処分に及ぶ前に自主納付を強く促すべく、差押予告書や差押事前通知書

を発送することがあり、これに用いる封筒は、徴税吏員が適宜選択する。実務では、

縁が焦げ茶色又は赤色のもの、又は全面が黄色又は赤色のものが利用されることが多

いとのことである。  

 

（３）催告書の重要性  

 

滞納者の納税意識喚起及び納税失念を解消し、早期かつ自主的な納付等を受けるこ

とが効率的な滞納整理事務に必須である。書面による督励が奏功しない場合は、電話、

面談、訪問による督励又は滞納処分へと進むが、これらは書面による督励に比べて格

段に時間と労力を要するからである。  

 

２  監査の内容  

 

  書面による督励により納税者が自主的に納税することが、滞納整理事務を円滑に進め

る大きな要素となることから、催告書の体裁及び文面が納税者の納税意識の喚起等に適

切か否を催告書等の査閲及び納税指導課担当者からヒアリングして監査した。  

 

３  監査の結果及び理由  

 

【意見】  

催告書の文面及び体裁を、納税者の納税意識を一層喚起するものとするべきである。 

 

【理由】  

 札幌市から提供を受けた第１回から第４回の催告書、並びに差押予告書及び差押事前通

知書は以下のとおりである（実際の大きさはそれぞれＡ４であり、次ページ以降、下から

上に、内容が厳しくなっているものである。）。  
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【３ -２-９ -Ⅲ -図表１】  
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（税政部提出資料）  

 

 催告書のうち１回目から４回目まで右肩の文書標題、本文の文字の字体、フォントの大

きさがそれぞれ同じであり、１回目のものと４回目のもので見た目に大きな差がない。  
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 そのため、催告書を繰り返し送付されても、その都度納税意欲が強く喚起されるかは疑

問の余地があり、滞納者によっては２回目、３回目以降の催告書を十分閲読しないおそれ

もあり得る。  

 また、本文部分の文字が非常に小さいため、例えば３回目の催告書に記載のある「差押

えを前提とした勤務先への給与照会や取引銀行への預貯金照会」という納税者の納税意識

を強く喚起するであろう文言が、納税者の目に飛び込んで来ず、その効果に疑問がある。  

よって、書面の標題や本文につき字体やフォントを変更し、滞納者の納税意識喚起に有

用であろう差押え、勤務先への給与照会、取引銀行への預貯金照会の実施に関する記載は、

太字又は下線を引くなどの工夫を行うことが適切と思料する。  

 この点、税政部納税指導課によると、限られた印字スペースに必要事項を全て記入して

いることや、システム上の都合により、一部の文言のみ文字サイズやフォントを変更する

ことは困難であり、現状では個々の徴税吏員が必要に応じて納税意識を喚起する文言にマ

ーカーを引いたり、手書きでの付記をする等の工夫をしているとのことであった。  

しかし、もともとの書面において納税意識が喚起されるような工夫がされていることが、

効率的な滞納整理事務に資するといえ、次回のシステム変更の際など適宜の時期に改善を

行うことが望ましいと考える。その他、必要に応じて期限までの自主納付がない場合は財

産調査の上、差押えに至ることがあること及び連絡先電話番号を大きく記載した短冊状の

書面を用意して同封するなどにより、手書きによる手間暇を省きつつ、納税意識を喚起す

ることなども考えられる。  

 

Ⅳ  分割納付について  

 

１  概要 

 

（１）分割納付の位置付け  

  

納税督励により納税者と折衝する機会が生じる。その際、納期限までの一括納付は

できないが、分割での納付は可能との申出がなされることがある。この場合に、一定

の条件の下で、事実上、分割納付を許容する取扱いがなされている。これは納付約束

又は分割納付といわれている（以下「分割納付」又は「分納」という）。  

   分割納付は法律上の制度ではなく、徴収吏員の裁量的な行為である。よって、分割

納付が許容されても納期限は延長されず滞納状態は解消されないから、延滞金が生じ、
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また、分割納付が適切に履行されていても滞納処分が可能である。  

 

（２）分割納付の必要性と許容性  

 

   法律上の制度ではないにもかかわらず、分割納付が事実上行われるのは、以下のと

おり、各市税が毎月の分割払いではないこと、法律上用意された徴収猶予制度の使い

勝手が良いとは言い難いこと、及び行政運営上分割納付が有用と考えられていること

などが理由と考えられる。  

 

①  納期について  

 

先に挙げた個人住民税の普通徴収の納期は年４回であり、毎月が納期というわけ

ではない。そのため、納期の際にはある程度まとまった額の税金を支払わなければ

ならない。しかし、諸事情により納期に手元不如意となることはあり得る。そのた

め、各市税の納期に所定の金員を一括払いすることはできないが、月割であれば支

払可能として毎月の分割払いを希望されるケースがある。  

このような場合、分割納付は納税者の納税意欲を汲みつつ、円滑な税徴収を可能

とする方法として機能し得る。  

 

②  徴収猶予制度について  

 

先に述べた徴収猶予制度は、一定の事由があると認められる場合に納税者等から

の申請に基づいて、原則として１年以内に限り納税を猶予することができる制度で

ある。しかし、徴収猶予制度の要件は、災害や盗難、病気、事業の廃止及び休止、

事業につき著しい損害を受けたときなど限定的である。また、これらの事実に類す

る事実があったときにも徴収猶予は利用できるとされているが、その例示としては

「事業を営まない納税者の所得が著しく減少し、又は皆無になったとき」などが挙

げられており（地方税務研究会編「地方税法総則逐条解説」一般財団法人地方財務

協会 354 頁）、多くの納税者である給与所得者又は年金生活者に対し柔軟に納税猶予

制度を適用することは難しいように思われる（地方税法第 15 条第１項。下記に再掲）。

また、猶予額が 50 万円以上の場合は、原則として担保を徴する必要があり（地方税

法第 16 条）、この点からも徴収猶予は柔軟な適用が難しい（この点は、平成 28 年４
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月１日施行の改正地方税法（平成 27 年法律第２号。以下「改正後の地方税法」とい

う。）では、条例の定めで分割の在り方を定めることが可能とされ（改正後の地方税

法第 15 条第３項及び第５項）、また、担保を要しない場合を定めることができると

されているが（改正後の地方税法第 16 条）、そもそも徴収猶予制度を適用する際の

要件には変更がなく、また、滞納者からの書面による申請等を要するため、改正法

の徴収猶予制度の使い勝手が良いかは現時点では判然としない。）。 

  

地方税法  

（徴収猶予の要件等）   

第 15 条  （略）   

(1) 納税者又は特別徴収義務者がその財産につき、震災、風水害、火災その他の災害

を受け、又は盗難にかかつたとき。  

(2) 納税者若しくは特別徴収義務者又はこれらの者と生計を一にする親族が病気に

かかり、又は負傷したとき。   

(3) 納税者又は特別徴収義務者がその事業を廃止し、又は休止したとき。   

(4) 納税者又は特別徴収義務者がその事業につき著しい損失を受けたとき。   

(5) 前各号の一に該当する事実に類する事実があつたとき。  

（以下略）  

 

このように、法律上の分納制度といえる徴収猶予制度は適用要件が厳しく柔軟な

運用が難しいが、分割納付は徴税吏員の裁量により行われる事実上の取扱いであり、

適用要件が法律上存在せず、柔軟な運用が可能といえる。  

 

③  行政運営の効率化  

 

分割納付は、これが履行される限り滞納処分を行う必要は原則として存在しない

（ただし、資産収入がないと申告して分割納付をうけたのに、後日の調査で資産が

判明した場合などは分割納付が適切に履行されていても滞納処分に及ぶ必要があり、

実際に札幌市ではそのようになされているとのことである。）。よって、行政運営と

しても分割納付は、滞納処分を要しないで市税を徴収し得るという点で、行政運営

上効率的な一面がある。  
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④  小括 

以上、納税者の納税のしやすさ、法律上の徴収猶予制度の柔軟な利用が困難であ

ること、行政運営の効率化の見地から、分割納付制度が事実上行われているものと

いえる。  

 

（３）分割納付の問題点  

 

徴収猶予制度は、法律上厳格な要件が定められているため、各徴収吏員により判断

がまちまちとなるおそれは少ないといえる。しかし、分割納付は、徴収吏員の裁量に

より行われるものであり、法律上の要件が定められているわけではなく、各徴収吏員

により、分納の可否及び内容がまちまちになるおそれが比較的高いといえる。また、

滞納者との折衝の過程で安易に分割納付が選択されるおそれも無いとはいえない。そ

うすると、分割納付の可否及びその内容により、納税者間の公平性が保たれないおそ

れがある。  

また、通常の納付の場合は、各税目の納期ごとに履行確認をすることで足りる。例

えば、個人市民税や固定資産税の納期は年４回であり、札幌市は年４回の納期ごとに

納入等の有無を確認することで足りる。  

しかし、分割納付は、毎月の分割払いにすることがほとんどのため、毎月の履行監

視が必要となり、履行がなされていなければ、改めて個別に納税督励を行う必要が生

じる。すなわち、履行監視及び不履行の際の督励に、時間と労力を割く必要が生じる。  

さらに、分割納付が認められると、前回分割納付となったことを理由に今回も分割

納付を希望するなど、納税者の納期内納付等の意識が希薄化することも考えられる。 

これらの点は、手引書その他内部資料に以下のように記載されており、問題点が意

識されている。  

 

○  「『分割による納付・納入』は、納期内に納付・納入した納税者等に比べて著しく

公平を失しない程度で徴収の緩和を図る実務上の制度です。徴収猶予、換価の猶予、

処分停止のような法律要件には該当しませんが、一定の判断基準に該当するときに分

割によって納付・納入することにより、市税が円滑に徴収できる場合に認めることが

できます。しかし、これを安易に認めると納期内納税の観点を希薄にするなどの弊害

もありますので、運用には慎重な対応が求められます。」  
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○  「地方税法では、納税の猶予制度について、徴収猶予（法 15 条）、換価の猶予（法

15 条の５）及び滞納処分の停止（法 15 条の７）などの規定があるが、これらの規定

は厳格な要件があり、納期内に納付できない事情がある者全てに適用できるものでは

ない。 

  納付約束は、このような法と現実の間を調整と補完をする役目を担っており、納付

約束をすることによって市税を円滑に徴収することができる場合にのみ行うもので

ある。 

  従って、納付約束は法に基づかない例外的な手続であるため、言われるままに安易

に行ってはならない。」  

 

２  監査内容  

 

  上記のとおり、分割納付は徴税吏員の裁量によるが、その判断が各徴税吏員でまちま

ちとなると納税者間の公平性が保たれない。よって、分割納付の基準又は目安の有無及

び内容、並びに手続が適切か否か、また、札幌市の分割納付の現状について監査した。

監査に当たり、分割納付についての運用マニュアルを査閲し、分割納付についての統計

資料の作成を求めた上、各市税事務所及び税政部納税指導課からヒアリングをした。  

 

３  監査の結果及び理由（分納その１）  

 

【意見】  

分割納付とすることができる場合について、より詳細な判断要素及び一定の判断基準又

は目安を作成するべきである。  

 

【理由】  

 札幌市では分割納付の判断基準又は目安並びに手続について、おおむね以下の事項を挙

げている。  

 

１  原則的な取扱い（下記 (2)内に完納となる見込みがある場合）  

(1) 分割納付の対象者  

納期限までに納付できない（又は、既に納期限を経過しているが、直ちに納付で  
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きない）ことについて、納期内納税者との公平に照らし、やむを得ない事情がある

と判断される者で、納税に対して誠実な意思を有している者  

(2) 納付約束における完納すべき期限  

現年案件は課税されている税目の最終期限まで、滞繰案件は年度内。ただし、そ

れが困難な場合は、現年案件は年度内（ただし、市道民税については翌年度５月末

までとすることができる）、滞繰案件は相談の開始時から１年以内に完納となるよ

うにする。  

(3) 聴取事項  

以下の事項を聴取して納付約束の対象者となるか判断する。  

    ア 職業と月収（無職の場合、無職の期間と前職）  

    イ 家族の構成と就労状況  

    ウ 納付できない事情 (財産の有無や代納の可能性 ) 

    エ 連絡先電話番号  

・  聴取に当たっては、必須項目を聞き漏らすことのないよう、「納付約束チ

ェックシート」（左側）を活用する。  

・  毎年納付約束をしている納税者についても例外とせず、状況を聴取する。 

・  徴収猶予に該当する場合は、手続について説明の上、申請書を交付する。 

(4) 滞繰案件については、納付受託、納付誓約書の提出などを検討する。  

(5) 納付約束をした場合、「市税の納付約束における注意事項」を示して、分割納付

中でも督促状が発付され、延滞金の対象となること、差押えをすることがあるこ

と等を説明する。  

(6) 納付約束の内容の他、(3)の聴取内容、(4)の検討結果、(5)の説明を行ったとい

う事実については、滞納整理システムの折衝記録に記載する。なお、 (5)は「『納

付約束者への説明』を行った。」と記載する。  

(7) 口座振替の有無を必ず確認する。  

 

２  例外的な取扱い（上記１ (2)内に完納となる見込みがないが分割納付をする場合）  

(1) 聴取内容について  

・  聴取内容として、勤務先の名称・所在地と収支状況の詳細を聴取する。  

・  聴取に当たっては、必須項目を聞き漏らすことのないよう、「納付約束チェ

ックシート」（右側）を活用する。  

・ 聴取内容に猜疑のある場合は、給与明細書や収支状況が分かる通帳などの資  
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料の提出を求める。  

(2) 納付約束の留意点  

・  納付計画の期間は、当初の約束においては一旦６箇月以内に期間を区切り、

残税については最終回納付後の再相談とする。  

・ 納付誓約書を提出させる。納付誓約書の提出がなければ、原則納付書の交付

は行わない（すなわち、分割納付を行わない。）。市外案件等で来庁することが

困難な場合、郵送で提出させる。  

(3) 残税についての再相談  

当初定めた期間の最終回の納付後１箇月以内に来庁し再相談するよう、当初の約

束時に指導する。再相談に当たっては、収支状況等が分かる資料（給与明細、預金

通帳等）の他、最終回の領収書を持参するよう伝えておく。  

(4) 納付計画の要件  

当初の約束においても再相談においても、納期未到来分及び次年度課税分を含

め、未納税額が減少していく納付計画にすること。  

(5) 納付約束した場合、「市税の納付約束における注意事項」を示して、分割納付中で

も督促状が発付され、延滞金の対象となること、差押えをすることがあること等を

説明する。  
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【３ -２-９ -Ⅳ -図表１】  

 

 

（税政部提出資料）  
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 しかし、これらの基準においては、いかなる場合に、いかなる程度の分割納付を認める

べきかが明確とまでは言い難い。具体的には以下のとおりである。  

 

（１）分割納付を認めるべき場合が明確とまでは言い難い  

例えば、納期限までに納付等できない原因が借財の返済の場合は、地方税優先の原

則（地方税法第 14 条）の趣旨からすると、容易に分割納付を認めるべきではないよ

うに思われるが、地方税優先の原則が執行段階におけるものであることを強調すると、

異なる結論になる可能性がある。  

 

同じ借財の返済でも、それが住宅ローンである場合は、一面では賃貸物件の家賃と

類似の性質を有しており、分割納付もやむなしともいえるが、資産形成の側面を強調

すると、特別な配慮をするに乏しいという考え方もできる。  

突発的で必要不可欠な支出等の場合（例えば急病による医療費の支出や収入減など）

は、分割納付とすることはやむを得ないとする考え方もあれば、収入の程度によって

は若干の蓄財はしておくべきであったとみて、分割納付にはなお厳格な対応をとると

いう考え方もできる。  

このように、同じ借財でも判断はまちまちになり得る。  

分割納付は、それ自体が納期内納付の例外であり、納期内納付をしている多くの納

税者との間で取扱いの差異を生じるものであることから、例外を許容するべき「納期

限までに納付できない･･･やむを得ない事情」については、今少し詳細な判断基準又

は目安を設け、納税者間の公平の見地から徴税吏員ごとに判断が過度にまちまちにな

らないようにするべきである。  

  

地方税法  

（地方税優先の原則）   

第 14 条  地方団体の徴収金は、納税者又は特別徴収義務者の総財産について、本節に別

段の定がある場合を除き、すべての公課（滞納処分の例により徴収することができる

債権に限り、かつ、地方団体の徴収金並びに国税及びその滞納処分費（以下本章にお

いて「国税」という。）を除く。以下本章において同じ。）その他の債権に先だつて徴

収する。  



178 

 

（２）分割納付期間が最長期以外明確とは言い難い  

   現状の基準又は目安では、原則的取扱いの場合における分割納付の最長期が定めら

れているが、標準的には何箇月以内に納付を求めるべきかの目安が存在しない。  

   分割納付は納期内納付の例外であるから、できるだけ早期に分割納付を完了して滞

納状態を解消することが望ましい。例えば、納期限を一つの区切りとして用いるので

あれば、個人住民税の第１期（６月末納期限）を滞納した場合に分割納付を許した場

合、それは第２期（８月末納期限）までに解消することが望ましく、それが困難な場

合は第３期（ 10 月末納期限）までに解消することが望ましい。しかし、現状の札幌市

の基準では、「現年案件は課税されている税目の最終期限までに１期から４期まで全

て完納すること」とされており、滞納者との折衝において納付のしやすさが過度に考

慮され、分割納付が安易に当該最終期限までのものとされる余地がある。  

   この点も、分割納付が例外的取扱いであることから、早期に分割納付を完了できる

よう、最長期の期限を定めるだけではなく、標準となる期限も設けるべきである。  

 

（３）納税に対する誠実性の考慮態様が判然としない  

   現状の基準又は目安では、分割納付の可否につき滞納者の誠実性が考慮されること

となっている。しかし、具体的な考慮要素が明確でなく、徴税吏員により判断がまち

まちとなるおそれが高い。  

分割納付を希望する滞納者は、当然に分割納付の意思があり、その点では納税に対

する誠実性があるといえる。しかし、当該誠実性の判断は、分割納付申入れ時の態度

のみならず、滞納者の過去の納税状況、すなわち滞納の有無、額、及び頻度、過去の

分割納付歴の有無及びその不履行の有無・程度からも推測される。そのため、例えば

過去の納税状況に分割納付歴が多数あり、かつ、不履行歴も多数にのぼる場合は、分

割納付に厳しい対応をするのが、納税者間の公平を保つため必要と考える。また、仮

に諸事情勘案の上で分割納付をするとしても、納税誓約書の確実な徴求、電話での口

頭の分割納付ではなく来庁を求め、持参された収入資料等を検討の上で分割納付の可

否及び内容を策定するなどの対応をとることが妥当と考える。  

 

（４）分割納付額の目安が判然としない  

上記 (2)とも関連するが、現状の基準又は目安では、分割納付の１回当たりの最低

弁済額の標準額が明確でなく、徴税吏員がより短期の完納のために熱心に交渉しても、

結果として最長期までの分割となりやすいといえる。なぜなら、その方が納税者は無
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理なく履行できるといえ、無理なく履行できるのであれば、徴税吏員も心理的にかか

る申出を受け入れやすくなると思われるからである。  

しかし、繰り返し述べるとおり、分割納付は、納期内納付に対する例外的な制度で

あり、早期に分割納付を完了して納期内納付に戻ることが望ましいことは既に述べた

とおりである。よって、滞納額の、あるいは収入から最低生活費といえる費用を除い

た額の一定割合を１箇月当たりの分割納付の最低納付額とすることを基本とするな

どの一定の目安を検討し、滞納者の個別事情を加味しつつ、原則として当該金額以上

の納付等を求めるなどの運用を行うことがより適切と考える。  

 

４  監査の結果及び理由（分納その２）  

 

【意見】  

分納を認める際には、勤務先の聴取を必須とするべきである。また、各聴取事項は記録

化しておくべきである。  

 

【理由】  

 徴税吏員は、滞納者に対し納付督励をする際、その結果を折衝記録として電子的に記録

し、その後の折衝及び滞納整理に用いている（これが記録されているシステムを以下「滞

納整理システム」という。）。  

 先に挙げたとおり、分割納付をする際には、  

 ア  職業と月収（無職の場合、無職の期間と前職）  

 イ  家族の構成と就労状況  

 ウ  納付できない事情（財産の有無や代納の可能性も聴取すること ) 

 エ  連絡先電話番号  

を聴取することとされ、聴取に当たっては、必須項目を聞き漏らすことのないよう、「納

付約束チェックシート」（左側）を活用すること、毎年納付約束をしている納税者について

も例外とせず、状況を聴取することとされている。  

 これらの記録は、単に各徴税吏員の備忘のためのみならず、徴税吏員に異動又は配置換

えが生じた場合の引継ぎや、当年度課税分に対する納税督励業務においては滞納者と徴税

吏員が１対１対応していないことから、滞納者情報共有のために必要なことである。  

 しかし、各市税事務所からのヒアリングによると、「納付約束チェックシート」はほぼ使

用されていないとのことである。当該シートが用いられなくても、同様の記載が滞納整理
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システムに記録されているのであれば問題はないが、折衝記録を査閲した限りでは、分割

納付をする際に必ずしも上記事項が十分に記録されているとは言えない状況であった。  

 よって、この点の記録化は略語を用いたり、前回同様であればその旨記載するだけで済

ますなど、極めて簡便な形式でよいので記録化しておくべきである。  

 また、分割納付が不履行となった場合には滞納処分へと進むところ、最も効率的な滞納

処分は預貯金又は給与の差押えといえる。よって、給与所得者に対し分割納付をする際に

は不履行に備え、また、分割納付の履行意識喚起のため、勤務先を必須の聴取事項とする

ことが望ましい。  

 なお、滞納者が給与所得者で勤務先が札幌にある場合、通常は昨年度の給与支払報告書

を確認することで勤務先を確認可能であるが、その後分納申出までの間に転職している場

合は直ちに転職先が判明せず、結果として効果的な滞納処分を行えない場合もある。よっ

て、昨年度の給与支払報告書の有無にかかわらず、聴取時現在の勤務先の確認を行うこと

が妥当である。  

 

５  監査の結果及び理由（分納その３）  

 

【意見】  

分割納付の割合について、札幌市全体、市税事務所単位及び各徴税吏員単位で計測し、

効果的な分割納付の在り方を分析検討するべきである。  

 

【理由】  

（１）分割納付後の不履行の現状  

   税政部では、滞納市税債権に関する分納件数、分納割合、分納者の不履行率、各徴

税吏員ごとの分納件数及び分納率等を把握していないとのことであった。  

しかし、繰り返し述べるとおり、分割納付は納期内納付の例外である。よって、納

期内納付を適切に行っている納税者との公平の見地から、分納件数及びその比率が過

大になることは望ましくない。  

   また、分割納付をした場合には、その後毎月の履行監視及び不履行の際の納税督励

を行う必要が生じ、時間と労力が割かれるため、行政効率上も分割納付は少ない方が

望ましい。  

   この点、各市税事務所及び本庁において分納とした際の不履行件数及びその率を算

出した資料を作成依頼し提出を受けたところ、平成 27 年 11 月 18 日現在で分納件数
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は２万 2,322 件、うち不履行率は 46.5％超、２回以上の不履行率は 22.6％であった。   

   分割納付は半数弱が不履行となっており、その後の督励処理が奏功しない場合は滞

納処分を要することとなる。  

 

（２）分割納付とされる比率  

   分割納付についての判断基準又は目安が明確とまでは言い難い現状においては、

個々の徴税吏員の分割納付比率が大きく異なっているおそれがある。  

   そこで、その調査を依頼し、平成 27 年 10 月８日現在の各市税事務所及び本庁の分

割納付処理の状態を確認した。以下、一例であるが、判明した点を摘記する。  

 

・ ある市税事務所の分納率（ 19.1％）が、他の市税事務所及び本庁（以下「他の市税

事務所等」という）（ 10.1％～14.6％）に比べて、1.31～ 1.89 倍ほど高い状態にある

こと。 

・  現年班（当年度課税の納税督促を行う班）は、ある市税事務所の分納率は 6.1％と

低いが、他のある市税事務所の分納率は 15.2％となっており、事務所間で 2.5 倍近

くの差異が生じていること。 

・ 個々の徴税吏員により分納率に有意な差が生じているおそれがあること。例えば同

じ事務所、同じ班、同じ程度の案件数を担当している者同士を比較した場合に、ある

担当者の分納率は 19.9％であるのに対し、他の担当者の分納率は 34.2％と、約 1.7

倍となっていること。  

・ 納付誓約書を用いる比率は分割納付全体の 2.9％であり、ほとんど用いられていな

いといえるが、市税事務所の担当班によっては、他の事務所に比して突出して納付誓

約率が高いケースがあること。 

 

（３）問題点と望まれる対応  

   各市税事務所及び本庁で担当するエリアごとに滞納者の属性が異なり、一定の差が

生じることは当然に考えられる。また、同じ滞繰班（過年度の滞納分の納税督励等を

行う班）及び処分班（不動産差押などの滞納処分後の滞納整理を中心に行う班）の中

でも、担当する滞納者の属性や滞納処分の種類及び段階が異なる場合に、一定の差が

生じることは当然に考えられる。よって、統計資料から直ちに各市税事務所や本庁、

又は個々人の分納率の高低を比較することはできない。  

   しかしながら、大量処理の中で一定の標準的な分納率や目標とするべき分納率が出
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てくるものと考えられる。また、地域差や滞納者の属性の差異を明らかにした上で、

これらが大きく異ならない場合に、市税事務所間、担当班間、担当者間において分納

率に有意な差が生じているのであれば、そこには解決すべき何らかの事情があるもの

と考えられる。現時点では、かかる検討及び分析がなされていないため、各事務所単

位又は税政部主導により各事務所全体を俯瞰して、適切な分割納付の在り方やあるべ

き比率を策定するべくモニタリングすることが、納税者間の公平及び効率的な行政運

営に資するものと思われる。  

例えば、分納の判断基準や目安を策定しつつ、分納率及び不履行率をモニタリング

し、随時これらを検討及び改善していくことは、効果的な分納基準や目安の策定に役

立つものと思われる。  

 

６  監査の結果及び理由（分納その４）  

 

【意見】  

分割納付を認める際には、納付誓約書を活用するべきである。  

 

【理由】  

 上記のとおり、分割納付をする際には、原則的な取扱いであっても、滞繰案件について

は納付誓約書の提出などを検討するものとされており、例外的な取扱い（長期分納者）に

ついては納付誓約書を提出させ、その提出がなければ、原則として納付書の交付は行わな

いものとされている。  

 前掲のとおり、納付誓約書には、滞納者の自署押印欄がある。これは、分割納付が不履

行となった場合には差押えなどの滞納処分を受ける可能性があることを認識してもらう機

能があり、滞納者の履行意欲喚起及び向上に資するものといえる。  

 他方で、納付誓約書を対面で受領する場合は面談が必要になり、この点で時間と労力を

割く必要がある。また、郵送で受領する場合は、納付誓約書が届かない限り、分納の納付

書を送付しないことになるから、納付誓約書の提出管理という新たな事務手続が生じるこ

とになり、やはり時間と労力を割く必要が生じる。  

 よって、上記機能と労力等とのバランスを考慮した上で、納付誓約書の活用の可否及び

程度を検討するべきである。  

 札幌市の運用状況は、既に述べたとおり納付誓約書の使用率は 2.9％に過ぎないところ、

かかる運用において分割納付不履行率が 46.5％超と極めて高く、その後の督励事務に一定
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の時間と労力を割かれていることに鑑みると、納付誓約書を活用することが妥当であると

考える。  

 なお、納付誓約書の機能とその徴求に要する労力のバランスの見地から、全ての案件で

はなく、滞納額が一定額を超えている場合、分納期間が一定期間を超える場合、又は一定

以上の滞納歴がある者についてのみ納付誓約書の提出を求めることも考えられる。また、

納付誓約書の活用の有無が分割納付の履行状況に及ぼす影響を確認し、その結果に応じて

さらに取扱いを変更するなどの検討をすることが妥当と考える。  

 なお、税政部からは、納付誓約書を今後積極的に用いる予定と伺っている。  

 

Ⅴ  財産調査について  

 

１  概要 

 

  滞納整理事務では、納税督励と並行して滞納処分の可否を判断するために、滞納者の

財産調査を行うことになる。  

  本報告において財産調査の詳細を述べることは、滞納整理事務に大きな支障を来すお

それがあるため、概略を述べるにとどめるが、一般論として財産調査は、金融機関に対

する預貯金の調査、勤務先に対する在籍及び給与債権額の調査、生命保険の解約返戻金

額の調査が中心となる。これらの財産は取立、換価処分が容易であり、かつ、直接的に

差押対象財産が発見でき、実効的な滞納処分に資するからである。  

  これらのうち、金融機関に対する預貯金調査は、まず札幌市民が多く利用していると

思われる金融機関に対する調査を行い、次いで、必要に応じて段階的に、調査対象金融

機関を拡大する方法をとっている（生命保険会社に対する調査も同様であり、いずれも

最終的には非常に多数の金融機関への調査がなされている。）。  

 

２  監査の内容  

 

  調査対象となる金融機関が各段階において適切であるか否かを、滞納者との折衝記録、

その他内部マニュアル等の査閲及びヒアリングにより監査した。  
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３  監査の結果及び理由  

 

【意見】  

できる限り預貯金調査の対象金融機関及び生命保険会社の範囲を拡大し、また、調査時

期を早めるべきである。  

また、札幌市外からの転入者については、転入元である前住所を参考に、前住所におい

てシェアの大きい金融機関に対する調査をできる限り早期に実施するべきである。  

 

【理由】  

 金融機関及び生命保険会社は多数存在するため、その全てを常に調査対象とすることは

実務上困難である。  

 しかし、金融機関や生命保険会社の選択によって財産の発見の有無が左右され、滞納処

分の可否に影響を及ぼすことは、納税者の公平の見地からは妥当ではない。また、財産の

早期発見が早期徴収に資する。  

 よって、調査するべき金融機関及び生命保険会社を拡充することが妥当であり、その調

査もできるだけ早期とするべきである。  

 また、札幌市外からの転入者については、札幌市民が多く利用している金融機関だけで

はなく、転入元である前住所においてシェアの大きい金融機関も早期に調査対象とするこ

とが望ましい。税政部によると、現在の滞納整理システムでは迅速に前住所を把握できな

いとのことであるが、この点は今後のシステムの改善の際に考慮すべきと考える。  

 よって、上記のとおり意見をすることとした。  

 

Ⅵ  滞納者への対応について  

 

１  概要 

 

  徴収吏員と滞納者の折衝記録を査閲したところ、滞納者は、滞納者本人又は同居人の

失職、転職、収入減、借財の返済、病気による休業又は医療費の増加など、様々な事情

により滞納状態に陥っている。  

  徴収吏員は、税債権を適切に徴収するために滞納者と折衝をする際、滞納者の滞納状

態の解決に有用な情報があるのであれば、これを提供し、地方税が円滑に納付等される

よう努めることが望ましいといえる。行政サービスの見地からもそのようにいえる。  
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２  監査の内容  

 

  折衝記録の査閲及びヒアリングにより、徴税吏員が、滞納者に対し、滞納状態を解消

するための情報提供を十分にする体制が整っているか監査した。  

 

３  監査の結果及び理由  

 

【意見】  

滞納者に対して滞納状態の原因を解消するために、有用な情報を適切に提供できる体制

を整えるべきである。 

 

【理由】  

 税政部からのヒアリングの結果、徴税吏員が、滞納者に対し、滞納状態の原因を解消す

るために必要な情報の提供の有無及び内容は、各徴税吏員の個々の判断と知識によってい

るとのことであった。  

 また、滞納者に対する情報提供の便宜のため、「窓口（キーワード）早見表」を作成の上、

各市税事務所に配布し、各市税事務所の相談窓口に備え付けてあるが、滞納者との折衝の

際に、必ずしも十分に活用されているとは言えない状況にあるとのことであった。  

 当該早見表には、市民が日常生活上直面する出来事に関する行政手続の窓口の他、各種

相談窓口が記載されており、有用なものといえる。  

以下、若干の例を挙げる。  

・  消費者被害の相談･･･札幌市消費者センター、消費者ホットライン（消費者庁）  

・  ひとり親家庭についての相談･･･札幌市母子寡婦福祉連合会  

・  解雇の相談･･･北海道労働局総合労働相談センター、札幌総合労働相談コーナー、  

法テラス札幌など  

・  多重債務の相談･･･北海道財務局、法テラス札幌、札幌弁護士会、札幌司法書士会  

など  

・ 配偶者からのＤＶの相談･･･札幌市配偶者相談センター、市民まちづくり局男女共同

参画室、北海道立女性相談援助センター、女性の人権ホ

ットライン、法テラス札幌、札幌地方裁判所、札幌弁護

士会など  
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 当該早見表は目次及び別紙を除いて全 35 頁にわたり、多種多様な出来事についての行政

手続及び相談窓口を掲載している。  

 折衝記録を査閲したところ、滞納状態に至った原因として借財が多く見受けられ、中に

は、平成 19 年から平成 26 年に至るまで繰り返し借財等により納税原資の捻出が困難であ

る旨を訴えているが状況が改善されず、その間に２回の処分停止がなされている案件も見

受けられた。  

多重債務問題は、任意整理、個人再生、自己破産、特定調停などの手法を用いることで

解決に至ることが多く、これにより滞納者の生活再建、ひいては滞納者の期限内の自主的

納付につながる可能性が高いものといえる。  

 滞納者の滞納原因が解決されることが円滑な税徴収につながり、また、それ以前に市民

の生活再建につながり得ることに鑑みると、行政サービスの一環として、一層の情報提供

を行える体制を整えることが妥当と考える。  

 

Ⅶ  処分停止について  

 

１  概要 

 

  冒頭で述べたとおり、滞納者への納税督励により自主納付に至らない場合、差押えな

どの滞納処分、又は処分停止の方針決定をすることになる。  

 

（１）処分停止の機能  

 

   滞納者のうち、真に担税力を喪失している者や、担税力の回復が困難であると認め

られる滞納者に対して、時機を失することなく適正な処分停止を行い、不納欠損処理

をすることは、滞納税を圧縮し収納率の向上につながるなど、計画的な滞納整理を進

めるに当たり重要といえる。  

 

（２）要件とその種類  

 

   地方税法第 15 条の７に該当する事実が認められる場合、納期限が到来した税につい

・  生活福祉資金の貸し付け等の相談･･･社会福祉協議会  
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て処分停止をすることができる。処分停止は滞納者の申請に基づかず、職権で行われ

る。  

処分停止には、法律上、以下の３種類がある  

 

地方税法  

（滞納処分の停止の要件等）   

第 15 条の７ 地方団体の長は、滞納者につき次の各号の一に該当する事実があると認め

るときは、滞納処分の執行を停止することができる。  

 (1) 滞納処分をすることができる財産がないとき。  

(2) 滞納処分をすることによつてその生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき。   

(3) その所在及び滞納処分をすることができる財産がともに不明であるとき。  

（以下略）  

 

以下、第１号の場合を無財産による処分停止、第２号の場合を生活困窮による処分

停止、第３号の場合を居所財産不明による処分停止という。  

 

（３）効果  

 

   処分停止時から３年間の経過により、納税義務が消滅する。３年間の経過を要する

ものとしたのは、滞納者に担税力の回復の可能性があり得るからである。  

 

（４）即時消滅  

 

   無財産による処分停止の場合で、以後これを徴収することができないことが明らか

であるときは、担税力の回復の見込みがなく、処分停止後３年間の経過を待つ実益が

ないため、納税義務を即時に消滅させることができる（地方税法第 15 条の７第５項、

即時消滅）。  

 

地方税法  

第 15 条の７（第１項～第４項は略）  

５  第１項第１号の規定により滞納処分の執行を停止した場合において、その地方団体  
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の徴収金が限定承認に係るものであるときその他その地方団体の徴収金を徴収するこ

とができないことが明らかであるときは、地方団体の長は、前項の規定にかかわらず、

その地方団体の徴収金を納付し、又は納入する義務を直ちに消滅させることができる。 

 

地方税法第 15 条の７第５項の「徴収することができないことが明らかであるとき」

について、国税徴収法関係の通達によると、おおむね次のいずれかに該当する場合を

いうとされており（国税徴収法基本通達第 153 条 16）、地方税法上も同様に解してよ

いと考える。  

 

国税徴収法基本通達 

第 153 条関係 滞納処分の停止の要件等  

（略） 

（直ちに消滅させることができる場合）  

16 （柱書略）  

 (1) 限定承認をした相続人が相続によって承継した国税を有する場合において、その

相続による相続財産について滞納処分の執行等をすることができないとき（第 153

条関係 2－2(2)イ及びロ (ハ )に該当する場合を除く。）。  

(2) 相続人が不存在の場合又はすべての相続人が相続を放棄した場合において、相続

財産法人について滞納処分の執行等をすることができる財産がないとき（第 153 条

関係 2－ 2(2)イ及びロ (ハ )に該当する場合を除く。以下この項において同じ。）。  

(3) 解散した法人又は解散の登記はないが廃業して将来事業再開の見込みが全くない

法人について、滞納処分の執行等をすることができる財産がないとき、又はその所

在及び滞納処分の執行等をすることができる財産がともに不明であるとき。  

(4) 株式会社又は協同組織金融機関等について会社更生法又は金融機関等の更生手続

の特例等に関する法律による更生計画が認可決定された場合において、更正又は決

定の遅延等により未納の国税及び滞納処分費を更生債権として期日までに届け出な

かったために更生計画により認められず、会社更生法第 204 条《更生債権等の免責

等》又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第 125 条《更生債権等の免責

等》等の規定によりその会社が免責されたとき。  

（以下略）  
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   また、上記通達に該当しなくとも、札幌市では以下の場合には、「徴収することがで

きないことが明らかであるとき」に該当するとされている。  

 

ⅰ  海外に移住して又は退出して、将来帰国する見込みがないとき。  

 ⅱ  滞納者が死亡して相続人がないとき又はその有無がわからないとき。  

 ⅲ  生活保護受給の開始が決定され、又は生活程度が低く、滞納者の職歴、技能、年

齢、障がいや疾病の程度等の状況により明らかに３年以内の担税力の回復が見込め

ないとき。  

 

（５）無財産と生活困窮の区別  

 

無財産による処分停止の場合は即時消滅ができるが、生活困窮、又は居所及び財産

不明による処分停止の場合は即時消滅ができない。無財産と生活困窮は両者とも滞納

者の財産が乏しいという点で共通していることから、無財産と生活困窮の区別が、即

時消滅の可否の判断において重要となる。  

   この点、無財産とは、差押えの対象となり得る全ての財産について差押え、換価処

分（債権の取立てを含む。）を終わってもなお徴収すべき地方団体の徴収金がある場

合のほか、既に差し押さえた財産及び差押えの対象となり得る財産の処分予定価額が

滞納処分及び地方団体の徴収金に優先する債権額に充て残余を得る見込みがない場

合をいうものとされている（地方税務研究会編「地方税法総則逐条解説」一般財団法

人地方財務協会 380 頁）。  

これは要するに、処分停止を行う時点で、滞納者に滞納処分を行うことができる財

産がない場合を指している。例えば、資産がなく給与も差押禁止額以下で差押えが禁

止される場合などが挙げられる。なお、著しく換価取立てが困難な財産しかない場合

も滞納処分を行うことができる財産がないものとみなされることとされている。  

生活困窮とは、個人である滞納者の財産につき滞納処分を執行することにより、お

おむね生活保護法の適用を受けなければ生活を維持できなくなる程度の状態（国税徴

収法第 76 条第１項第４号に規定する差押禁止の給料程度による生活の維持状態）に

なるおそれのある場合をいう（地方税務研究会編「地方税法総則逐条解説」一般財団

法人地方財務協会 380 頁）。  

この額は給与所得者であれば手取り額として、10 万円に、生計を一にする配偶者そ

の他の親族１人につき４万 5,000 円を加算した額となる（国税徴収法施行令（昭和 34
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年政令第 329 号）第 34 条）。 

 

国税徴収法  

（給与の差押禁止）   

第 76 条  給料、賃金、俸給、歳費、退職年金及びこれらの性質を有する給与に係る債権

（以下「給料等」という。）については、次に掲げる金額の合計額に達するまでの部分

の金額は、差し押えることができない。この場合において、滞納者が同一の期間につ

き２以上の給料等の支払を受けるときは、その合計額につき、第４号又は第５号に掲

げる金額に係る限度を計算するものとする。   

（第１号～第３号は略）  

(4) 滞納者（その者と生計を一にする親族を含む。）に対し、これらの者が所得を有し

ないものとして、生活保護法  （昭和 25 年法律第 144 号）第 12 条  （生活扶助）に

規定する生活扶助の給付を行うこととした場合におけるその扶助の基準となる金額

で給料等の支給の基礎となつた期間に応ずるものを勘案して政令で定める金額   

（以下略） 

 

国徴法施行令  

（給料等の差押禁止の基礎となる金額）   

第 34 条  法第 76 条第１項第４号  （給料等の差押禁止の基礎となる金額）に規定する政

令で定める金額は、滞納者の給料、賃金、俸給、歳費、退職年金及びこれらの性質を

有する給与に係る債権の支給の基礎となつた期間一月ごとに 10 万円（滞納者と生計を

一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含む。）その他の親族があるときは、これらの者一人につき４万５千円を加算した金

額）とする。  

 

   よって、特段の資産を有しない給与所得者の場合、原則として手取り額が上記額を

超えていれば生活困窮となり即時消滅の対象とならないが、これを下回る場合は無財

産となり、即時消滅の対象となり得る。  

   なお、生活困窮の判断に際し、借入金返済額を収入金額から控除することは、札幌

市では原則認められていない。  
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（６）通知  

 

処分停止をした際には、その旨を納税者に通知する必要があり（地方税法第 15 条

の７第２項）、その通知は原則として書面で行うこととされている（平成元年 10 月１

日自治税企第 41 号「地方税法（徴収関係）の取扱いについて」、国税徴収法基本通達

第 153 条９）。  

 

地方税法  

（滞納処分の停止の要件等）   

第 15 条の７ （略） 

２   地方団体の長は、前項の規定により滞納処分の執行を停止したときは、その旨を滞

納者に通知しなければならない。   

 

平成元年 10 月１日自治税企第 41 号「地方税法（徴収関係）の取扱いについて」  

第７  第 15 条の７関係  滞納処分の停止の要件等  

７ (4) 執行停止の通知  

 執行停止の通知は，原則として文書を以て行うものとすること（二項）。  

 

国税徴収法基本通達 

第 153 条関係 滞納処分の停止の要件等  

（略） 

９  法第 153 条第 2 項の規定による滞納処分の停止の通知は、原則として書面により行

うものとする。この書面の様式は、別に定めるところによる。  

  

（７）処分停止後の処理  

 

   処分停止は即時消滅となる場合を除き、３年間の経過により納税義務が消滅する。

その間に滞納者の担税力が回復した場合は、処分停止が取り消され、その旨滞納者に

通知しなければならない（地方税法第 15 条の８）。  
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地方税法  

（滞納処分の停止の取消）   

第 15 条の８ 地方団体の長は、前条第１項各号の規定により滞納処分の執行を停止した

後３年以内に、その停止に係る滞納者につき同項各号に該当する事実がないと認める

ときは、その執行の停止を取り消さなければならない。   

２  地方団体の長は、前項の規定により滞納処分の執行の停止を取り消したときは、そ

の旨を滞納者に通知しなければならない。  

 

かかる法の趣旨からすると、３年経過の前（３年経過前に消滅時効により税債権が

消滅する場合は当該時効期間満了前）に、滞納者の財産調査を行うことが必要である。 

   札幌市の滞納整理事務に関する資料においても、以下のように記載されている。  

 

３年停止とした案件は，３年間そのまま放置してもよいのですか？  

一旦処分停止を行った案件であっても、納税義務が消滅するまでの間に新たな財産が

発見された場合や、納税資力を回復した場合等には、処分停止を取り消さなければなり

ません。従って、少なくとも停止期間中は毎年の課税状況を調査するなど処分停止の事

由が消滅していないかを確認する必要があります。  

 

２  監査の内容  

 

  滞納処分の執行停止は、納税義務の消滅につながるものであり、その判断は慎重にな

されるべきである。また、納税義務の猶予及び消長は滞納者にとって重大な関心事であ

る。よって、処分停止について適切な運用が行われているかを監査した。その際、処分

停止とした事案の決裁書類、折衝記録を査閲し、税政部納税指導課からヒアリングを行

った。  

 

３  監査の結果及び理由（処分停止その１）  

 

【指摘事項】 

無財産と生活困窮の区別判断が明確になるよう基準を整理するべきである。  
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【理由】   

 上記のとおり、無財産と生活困窮の区別は即時消滅の可否に影響するものである。無財

産による処分停止とした上で即時消滅となれば、市としてはこれを不納欠損の対象とし、

滞納者はその限りで納税義務を免れることになる。また、そうでなければ、札幌市は当該

執行停止とした滞納者について３年間（その前に消滅時効期間が経過する場合はそれまで

の間）、担税力を確認する必要が生じる。  

 そこで、札幌市における滞納者との折衝記録を査閲したところ、以下のとおり必ずしも

両者の区別が適切に行われていない（少なくともその判断基準が明確とまでは言えない。）

ものが見受けられた。  

なお、以下の事例は、報告の趣旨が損なわれない限りで、実際の事例を大きく改変して

いる。  

 

《事例１》 

属性： 40 代単身者 

収入：手取り月額 23 万円 

支出： 22 万 9,000 円  

（支出内訳：家賃５万円、借入返済３万円（カード３社１万円、車検代月２万円）

ほか。） 

結果：無財産による処分停止、及び即時消滅。  

即時消滅額： 80 万円超。  

  

上記事例の滞納者の場合は単身者であるため、手取り 10 万円以上の収入がある場合の

処分停止をするのであれば生活困窮によるべきであり、その場合は即時消滅とならないが、

無財産による即時消滅処理がなされている。  

 

《事例２》 

属性： 30 代、本人含め３人家族 

収入：手取り月額 30 万円 

結果：無財産による処分停止（即時消滅とはしていない）  

処分停止の額： 100 万円超 
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上記事例の滞納者は、妻子２名がいるため、手取り 19 万円（民事執行法の給与差押禁

止額を考慮した場合でも 30 万円の４分の３にあたる 22 万 5,000 円）を超えることから、

無財産ではなく生活困窮による処分停止を行うべきとも思えるが、無財産による処分停止

とされている。 

 

《事例３》 

属性： 50 代単身者 

収入：手取り月額 10 万 9,000 円 

結果：生活困窮による処分停止  

処分停止の額： 96 万 6,347 円 

 

 上記事例では、滞納者は単身者であるため、手取り月額 10 万円を超えている場合で処分

停止とする場合は、生活困窮を理由とすることになる。  

 その限りでは上記事例の取扱いには問題がないが、事例１及び２が無財産として処理さ

れるのであれば、本件も無財産による処分停止とされるべきであり、また、事例１が即時

消滅となるのであれば、本件は一層即時消滅になじむ事案といえる。  

 かかる結論となるのは、無財産と生活困窮の判断基準が明確とまでは言い難いためと思

われる。  

 よって、両者の区別につき明確な判断基準を策定するべきである。  

 

４  監査の結果及び理由（処分停止その２）  

 

【意見】 

処分停止後における滞納者の担税力及び財産調査を十分行うべきであり、調査を行った

場合は、それを簡略でよいので記録化するべきである。  

 

【理由】  

 上記のとおり、無財産により即時消滅となる場合を除いて、処分停止による納税義務消

滅は、処分停止の３年間継続が要件となっている（地方税法第 15 条の７第４項）。よって、

処分停止をした場合、納税義務の消滅前に処分停止事由が消滅していないか確認する必要

がある。  

 しかし、折衝記録からは、処分停止後に課税状況の調査をしているとは読み取れないも
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のが散見された。  

 この点、納税指導課からのヒアリングによると、課税状況の調査は行っているものの、

課税状況に変化が見られない場合は、折衝記録上の入力をしていないとのことであった。  

 しかし、仮に状況に変化がないのであれば、それが３年経過時における納税義務消滅（処

分停止の取消しをしないこと。）の根拠となることから、簡略でよいので課税状況の調査結

果を記録化しておくべきである。  

 また、担税力の回復の有無の確認には、納税義務消滅直前に預貯金調査又は滞納者への

架電等の財産調査及び納税督励をすることが相当と思われるが、これをしているとは見受

けられない案件も散見された。  

 よって、上記のとおりの意見とした。  

 なお、処分停止額が少額の場合は、調査の費用対効果の見地から、上記課税状況の調査

のほか、金融機関を絞って口座の有無及び現在額のみを調査することで足りるとするなど

の運用が検討されるのが妥当と考える。  

 

５  監査の結果及び理由（処分停止その３）  

 

【指摘事項】 

処分停止とした場合は、その旨の通知を書面にて発送するべきである。  

 

【理由】  

 上記のとおり、法律上は執行停止とした場合は、その旨を滞納者に通知することとされ

ており（地方税法第 15 条の７第２項）、当該通知は書面でなすべきこととされている（平

成元年 10 月１日自治税企第 41 号、なお国税徴収法基本通達第 153 条の９）。  

 当該通知は、処分停止の効力発生要件ではないため、当該通知をしなくても処分停止の

効力には影響がないが、法が通知を要求する趣旨は、滞納者の財産につき滞納処分を行わ

ないことを滞納者に了知させることにあるから、滞納者にその旨の通知を書面で行うこと

が適切である。  

 札幌市では、当該通知が全件なされているとは限らず、通知がなされる場合も書面では

なく口頭でなされているとのことであった。よって、今後は書面による通知を実施するべ

きである。なお、税政部から、この点は早急に是正予定と伺っている。  
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Ⅷ  消滅時効  

 

１  概要 

 

（１）消滅時効制度  

 

   地方税は、法定納期限の翌日から起算して５年間行使しないことで、時効により消

滅する（地方税法第 18 条）。なお、この時効は民事上の時効と異なり、債務者による

時効の援用（時効による債権消滅の効果を受ける旨の意思表示）を要しない。また、

債務者が時効の利益を放棄すること（時効による利益を受けないものとすること）も

できない（地方税法第 18 条）。よって、時効期間が経過すると、時効の中断事由がな

い限り、地方税債権は絶対的に消滅する。  

 

地方税法  

（地方税の消滅時効）   

第 18 条  地方団体の徴収金の徴収を目的とする地方団体の権利（以下この款において「地

方税の徴収権」という。）は、法定納期限（次の各号に掲げる地方団体の徴収金につい

ては、それぞれ当該各号に定める日）の翌日から起算して５年間行使しないことによ

つて、時効により消滅する。   

（第１号・第２号は略）  

２  前項の場合には、時効の援用を要せず、また、その利益を放棄することができない

ものとする。   

３  地方税の徴収権の時効については、この款に別段の定があるものを除き、民法の規

定を準用する。  

 

（２）消滅時効制度の滞納整理事務上における位置付け  

 

   滞納整理事務では、冒頭示した図のとおり、税債権を滞納された場合に、納付督励

や財産調査などを行い、滞納処分を実施するか、処分停止とするかを判断することに

なる。処分停止は既に述べたとおり、納税義務を消滅させるに足りる事由を確認した

上で、法律上の制度に従って納税義務を消滅させるものであり、納税義務の消滅は正

当化されるといえる。 
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   他方で、消滅時効による納税義務の消滅は、処分停止のように納税義務を消滅させ

るに足りる事由を確認していないか、確認していても処分停止というプロセスを経て

いないため、納税義務の消滅が正当化されるとまでは言い難く、時効期間内に納税を

した他の納税者との間での不公平が生じるおそれがある。  

よって、市税債権の時効による消滅は、できる限り避けるべきである。  

 

（３）いわゆる停止中時効について  

 

処分停止中に当該債権が消滅時効により消滅することがある。例えば、納期限後４

年目に処分停止とした場合、処分停止後３年経過前に消滅時効期間が満了し、処分停

止ではなく、消滅時効により納税義務が消滅する。これを、実務上「停止中時効」と

呼んでいる。停止中時効は、消滅時効による納税義務の消滅であるが、処分停止の判

断を経ているため、納税義務の消滅につき一定の正当化がなされているといえるが、

納税義務消滅に至る３年間は滞納者の担税力の回復の有無を確認するという処分停

止の趣旨は貫徹されず、停止中時効は必ずしも望ましいものとまではいえないものと

考える。  

なお、以下では、単に消滅時効という場合は処分停止を経ないで消滅時効期間が経

過したものを指し、停止中時効と区別する。  

 

２  監査内容  

 

  札幌市における租税債権の消滅時効及び停止中時効の状況、及び消滅時効の完成を防

ぐための対策の有無及び内容を監査した。その際、消滅時効に関する統計資料、消滅時

効に至るまでの滞納者との折衝記録の査閲、及び税政部納税指導課からのヒアリングを

実施した。  

 

３  監査の結果及び理由（消滅時効その１）  

 

【指摘事項】 

少額滞納債権の時効管理を適切に行い、必要に応じて処分停止をするべきである。  
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【理由】  

 札幌市において税債権が消滅時効及び停止中時効により消滅した額は、以下のとおりで

ある。  

 

【３ -２-９ -Ⅷ -図表１】  

 

 上記図のとおり、毎年約１億 5,000 万円から約１億 8,500 万円程度の税債権が処分停止

を経ることなく、消滅時効により消滅している。平均すると１件当たりの額は、約 9,000

円～１万 2,000 円程度と僅少であるが、件数が約１万 3,000 件から２万件に上っているた

め、結果として少なくない額が毎年消滅時効により消滅していることがわかる。  

 札幌市の毎年度の市税調定額は約 2,900 億円であり、これと比較すると消滅時効にかか

る税債権はその 0.05～ 0.06％であるため、比率としては極めて僅少なものといえる。また、

徴収事務は、費用対効果を意識して実施しなければならない。用いることができる人員並

びに時間と労力にも限界がある。よって、少額債権の取立て及び管理の優先順位が低くな

るのは、効率的な行政運営の見地からはやむを得ないものがあり、結果として消滅時効期

間が満了することは、避けられない側面があるともいえる。  

 しかし、平成 25 年度分をみると、滞納繰越分の調定額に占める消滅時効及び停止中時効

の額は合計３億 6,000 万円超であり、比率としては同調定額の約 3.5％となっている。 

また、市税債権の消滅時効は、札幌市の滞納整理事務では予定されておらず、時効消滅

は合規性の見地からも妥当とは言い難い。 

 行政運営に経済性、効率性、有効性が求められるとしても、その土台にあるのは合規性

である。よって、消滅時効となる市税債権が極力生じないよう、滞納処分又は処分停止の

判断を迅速かつ適切に行うべきである。  

 なお、札幌市では少額案件の処分停止について、税政部納税指導課長により一定の目安

が策定されているが、上記の消滅時効及び停止中時効案件数に鑑みると、一層実務に適応

した目安が策定されるべきと考える。  

  

額 件数
１件あたり

の額

対滞納繰
越分比率
（Ａ）

額 件数
１件あたり
の額

対滞納繰
越分比率
（Ｂ）

平成２１年度 14,452,295 185,950 20,210 9.20 1.29% 95,238 7,985 11.93 0.66% 1.95%
平成２２年度 15,099,676 172,615 18,817 9.17 1.14% 107,844 9,359 11.52 0.71% 1.86%
平成２３年度 14,895,131 157,843 16,409 9.62 1.06% 122,912 10,559 11.64 0.83% 1.88%
平成２４年度 13,116,266 178,388 14,499 12.30 1.36% 180,372 11,936 15.11 1.38% 2.74%
平成２５年度 10,556,486 167,119 13,750 12.15 1.58% 201,367 13,633 14.77 1.91% 3.49%

   　　（札幌市提出資料をもとに監査人作成）

消滅時効及び停止中時効の状況                 (単位：千円,件)

年度
調定額（滞納
繰越分）

消滅時効 停止中時効

Ａ＋Ｂ
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４  監査の結果及び理由（消滅時効その２） 

 

【意見】  

停止中時効を避けるため、処分停止の判断時期をより早めるべきである。  

 

【理由】  

 上記図表のとおり、近時札幌市では停止中時効の額及び割合が増加している。これは、

処分停止の判断を時効消滅前に行うという点で好ましいといえる。  

しかし、市税債権の時効は５年であるから、停止中時効は納期限から２年以内に行うこ

とで避けられる。停止中時効が処分停止の趣旨を貫徹しない取扱いであることからすると、

処分停止の判断は停止中時効が避けられる時期に行われることが望ましい。よって、上記

のとおり意見する。  
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3.3 固定資産税の評価・賦課に対する救済制度  

 

Ⅰ  概要 

 

１  固定資産税に係る不服申立てについて  

 

改正された行政不服審査法が平成 28 年４月に施行され、地方税法においても地方団

体の徴収金の賦課決定処分については、原則として同法の定めるところによることとさ

れている。固定資産税に関する不服申立制度についても、この改正により、平成 28 年

３月までと、４月以降では、内容が大きく変わっている。  

まず、平成 28 年３月までの制度は、次のようになっている。固定資産税の賦課決定

について不服がある納税者は、納税通知書の交付を受けたことを知った日から 60 日以

内に市町村長へ異議申立てを行うことができることとなっている。  

また、固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある納税者は、納税通知書

の交付を受けた日から 60 日以内に、各市町村に設置されている固定資産評価審査委員

会に審査の申出をすることができることとなっている。この審査の結果、固定資産課税

台帳に登録された価格が不適当なものであることが認められると、市町村長は固定資産

台帳に登録された価格を修正しなければならず、その修正した価格に基づいて税額が修

正されることとなる。  
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【３ -３-Ⅰ -図表１ 平成 28 年３月までの固定資産税における異議申立・審査申出制度の

フローチャート】  

 

価格などの決定  

（市町村長）  

固定資産課税台帳への登録（市町村長）  

台帳登録の公示（市町村長） 

納税通知書の送付  

（市町村長）  

固定資産評価審査委員会へ

の審査の申出  

（※価格のみ）（納税者）  

審査の決定  

（審査委員会）  

裁判所への取消しの訴え  

（納税者）  

毎年 3 月 31 日までに決定。ただし、

災 害 その 他特 別 の事 情が ある 場 合に お

いては、 4 月 1 日以降に決定することが

できる。  

土地価格等縦覧帳簿家屋価格等

縦覧帳簿の作成（市町村長）  

土地価格等縦覧帳簿家屋

価格等縦覧帳簿の縦覧  

価 格 決 定 後 直 ち に 台 帳 に

登録  

台帳 登録後直ちに 固定資産課題台

帳に登録すべき固定資産の価格等の

すべてを登録した旨を公示  

（ 4 月以降）  

台帳登録の公示の日から納税通知書

の交付を受けた日後 60 日までの間。  

ただし、天災その他やむを得ない理

由がある場合には、その理由がやんだ

日の翌日から起算して 1 週間以内に審

査の申出ができる。※ 1 

申 出 を 受 け た 日 か ら

30 日以内に審査決定  

審査委員会の決定に不服があるとき

は、その決定があったことを知った日

から 6 カ月以内に決定の取消しの訴え

を提起することができる。※ 2 

毎年 4 月 1 日から 4 月 20 日又は

当該年度の最初の納期限の日のい

ずれか遅い日以後の日までの間。  

ただし、災害その他特別な事情

がある場合においては、4 月 2 日以

後の日から、当該日を経過した日

又は当該年度の最初の納期限のい

ずれか遅い日までの間を縦覧期間

とすることができる。  

市町村長への異議申立て

（賦課処分又は価格以外

の台帳登録事項）  

（納税者）  

 

※１  地方税法第 417 条による修正通知の場合は、その通知を受けた日から 60 日以内が、審査申出期間となる。 

※２  審査の決定を行った固定資産評価審査委員会ではなく、当該審査委員会が所属する市町村が被告となる。 

納税通知書の交付を受けたことを知った日

後 60 日までの間。  

ただし、天災その他やむを得ない理由がある

場合には、その理由がやんだ日の翌日から起算

して 1 週間以内に異議申立てができる。 ※ 1 

決定  

（市町村長）  

裁判所への取消しの訴え  

（納税者）  

申立てを受理した日か

ら 30 日以内に決定  

決定に不服があるときは、その決定

があったことを知った日から 6 カ月以

内に決定の取消しの訴えを提起するこ

とができる。  
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固定資産税の賦課決定に対する不服申立てについては、平成 28 年４月以降は、原則

として、審査庁に所属する職員のうち審査請求の対象となる処分に関与していない者

（審理員）が審理手続を行うこと、裁決を行うに当たり第三者機関（行政不服審査会等）

に諮問することが義務付けられる。  

  固定資産課税台帳に登録された価格に関する審査の申出については、改正された行政

不服審査法の審理員による審理手続及び行政不服審査会等への諮問の規定は適用され

ず、平成 28 年４月以降も、申出期間が３箇月に延長されることを除き、従来と同様の

審査手続が行われることとなる。  

  以下は、平成 28 年４月以降の固定資産税の賦課決定に対する審査請求についてのフロ

ーチャートである。  

 

【３ -３-Ⅰ -図表２ 平成 28 年４月以降の不服申立制度のフローチャート】  

 

（総務省ホームページより）  

 

⑦裁決 

行政不服審査会等 

国：行政不服審査会（総務省） 

地方：執行機関の附属機関 

審査庁 

（例）大臣、知事、市町村長 

審理員 

（原処分に関与していないな

どの除斥事由あり） 

⑤諮問 ⑥答申 

①指名 ④審理員意見書 

②主張・証拠資料提出 

③審理 

参加人 審査請求人 
処分庁等 

（例）出先機関の長 

※原処分又は裁決の際に

他の第三者機関の関与

がある場合や審査請求

を却下する場合、審査請

求の全部を認容する場

合等は、諮問は不要 
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Ⅱ  監査内容  

 

固定資産税の課税方法は、賦課課税方式を採用しており、今回の外部監査で固定資産

税の税額の修正が生じるようなケースの場合に、納税義務者は速やかに還付され得る又

は納税額の増加について理解され得る制度が存在するか、若しくは、速やかに手続処理

が行われることが期待されるかの監査を行った。  

 

Ⅲ  監査結果  

 

【意見】  

今回の外部監査による税額修正は、札幌市が保有している土地・家屋の課税情報により

把握されたものである。よって、札幌市が、自ら今回の外部監査の手法を参考に積極的に

活用し、監査結果の税額の修正対象者のみならず、全体的にその事務を見直し税額の再計

算を行い、納税者へ通知を行うなどして、納税者の負担を減らす努力を行うべきである。

また、必要に応じ結果を市民へ広く周知すべきである。  

 

【理由】  

概要で説明しているとおり、地方税法上に、固定資産税の賦課決定処分や税額算出の課

税標準となる価格に不服がある場合の制度は保証されている。ただし、この制度はその申

請等に期限があり、それまでに納税義務者が申請等をしなければ機会を失うことになる。  

そこで、札幌市においては、独自の調査や納税者からの問合せなどにより、税額の修正

が必要となった場合には、異議申立て及び審査の申出ができる期限にかかわらず、地方税

法第 417 条に基づき、修正の処分を行うとしている。また、税額が還付される場合につい

ては、別途要領を作成し期限を設けることなく、還付手続を行うとしている。  

しかし、この事務処理では、一般市民にどのような課税誤りがあったのか、その原因は

何か、納税義務者も住宅用地の申告をするべきことの重要性の認識を含め、固定資産税へ

の理解を難しくしているところである。そのため、個人情報保護に配慮しながら案件の重

要性や影響の範囲などを考慮して、必要に応じ、結果を市民へ広く周知すべきである。  

 

 以下、「納税義務者相談対応及び地方税法第 417 条等による修正の事務手続の流れ」、「過

誤納金の返還」、「平成 28 年４月以降の不服申立て制度」について、説明する。  
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《納税義務者相談対応及び地方税法第 417 条等による修正の事務手続の流れ》 

１  納税義務者からの相談  

電話又は来庁にて納税義務者から所有する固定資産についての相談があった場合に

は、現在の評価及び賦課の状況を説明し、必要に応じて資料を提供する。この時点で納

税義務者の理解が得られれば終了、理解が得られなければ２又は３へ、評価又は賦課に

誤りがあれば４へ。  

 

２  現地調査  

１で理解が得られなかった場合で、所有者が望む時は、実際に所有者立会いのもと現

地調査をする。その場で評価状況等について話し合い、納税義務者の理解が得られれば

終了、理解が得られなければ３へ、評価又は賦課に誤りがあれば４へ。  

 

３  不服申立て及び審査申出の制度についての説明  

説明を尽くしても納税義務者からの理解が得られない場合、異議申立て（平成 28 年

４月以降は審査請求）及び審査の申出期間内であればその手続について説明し、期間徒

過後であれば、次年度まで異議申立て（平成 28 年４月以降は審査請求）及び審査の申

出が行えないことを説明する。  

 

４  評価及び賦課内容の修正  

誤りが発見された場合は、地方税法の規定により、最大５年間遡って評価及び賦課の

内容を修正し、納税義務者に修正内容について通知する（３ -３-Ⅲ -図表１参照）。なお、

修正後の内容について疑義がある場合は、通知を受け取った日から 60 日間（平成 28 年

４月以降は３箇月の間）、異議申立て（平成 28 年４月以降は審査請求）及び審査の申出

が可能になる（納税義務者通知書裏面に同様の記載有）。  

※  納税義務者からのリアクションがあった場合について記載したが、市側について誤

りを発見した場合も、ほぼ同様の流れになる。  
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【３ -３-Ⅲ -図表１ 通知書のひな型】  

 

（税政部提出資料）  

 

《過誤納金の返還について》 

固定資産税・都市計画税に係る賦課決定は、法定納期限の翌日から起算して５年を経過

した日以後においては、することができないこととされている（地方税法第 17 条の５第５

項）。  

よって、札幌市が課税誤りを発見しても、過去５年分しか納税義務者へ請求できないこ

とになる。  

 課税誤りを正す賦課決定により発生する「過誤納金」の還付については、納税者がこれ

を請求することができる日から５年を経過したときは、時効により消滅するものとされて

いる（地方税法第 18 条の３第１項）。  

 したがって、札幌市では固定資産税に係る過誤納金のうち、地方税法第 17 条の５及び第

18 条の３の規定により賦課決定及び還付することができない税額については、次に掲げる

ところにより、その税相当額を返還金として返還することとしている。  

その事務の流れは、次のとおりである。  
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１  返還金支出の趣旨及び根拠  

 

（１）趣旨 

固定資産税及び都市計画税に係る過誤納金のうち地方税法の規定により、還付する

ことができない税相当額（以下「還付不能額」という。）について返還金を支出する

ことにより、納税者の不利益の救済を図り、税務行政に対する信頼を確保することを

目的とする。  

 

（２）根拠   

地方自治法第 232 条の２は、「地方公共団体は、その公益上必要がある場合におい

ては、寄附又は補助をすることができる。」と規定している。  

固定資産税の課税誤りの方法は様々ではあるが、課税誤りが長期に継続することに

より、地方税法の規定により還付することができない過誤納金が発生し、実質上納税

者に不利益をもたらしている。  

こうした還付不能額に相当する返還金を支出し、納税者の不利益の救済を図り、税

務行政に対する信頼を確保することは、同条に規定する公益上の必要に合致するもの

と考えられる。  

 

２  返還金対象事由  

 

（１）土地及び家屋  

   次に掲げるような重大な誤り  

①  納税義務者でない者に課税した場合  

  ② 建物を取り壊したのに課税した等、課税客体でないものを課税対象とした場合  

 

（２）償却資産  

   例えば家屋との二重申告等で、当初分からの修正申告書等の提出があったもの  

 

（３）その他  

   上記に類するような特別の事情があると認められるもの  
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３  返還金支払対象者  

  返還金の支出は、納税者又はその相続人に対して行うこと。  

 

４  返還金の額等  

  返還金の額は、次に掲げる額の合計額とすること。  

 

（１）還付不能額  

還付不能額は、土地及び家屋分については名寄帳兼賦課台帳、課税台帳及び評価調

書、償却資産分については課税台帳兼賦課台帳により、算定すること。  

また、名寄帳兼賦課台帳が存在しない年度においては、課税台帳により課税誤りの

対象物件について算定すること。  

 

（２）還付不能額に係る利息相当額  

還付不能額の納付があった日（以下「納付日」とする。）の翌日から返還金の支出

を決定した日までの日数に応じ、還付不能額に民法（明治 29 年法律第 89 号）第 404

条の法定利率の年５パーセントの割合を乗じて計算した額とすること。  

納付日については、実際の納付日とするが、収入原簿の保存年限が現年度分を含め

て 16 年間であることから、これを超える分の収入状況については、保存されている

収入原簿に滞納繰越分の記載がなければ、収納されているとみなす。この場合の納付

日は、市税条例第 52 条で規定する各期の納期限（地方税法第 20 条の５第２項は適用

しない。また、市税条例第 52 条第２項の規定の適用を受けた納期については、その

納期限とする。）とすること。  

ただし、納税者が提出する領収証書等により納期限前に納付されていることが確認

できる時は、その日を納付日とすること。  

なお、利息相当額の計算は納税課により行うこと。  

 

（３）遡及年度   

返還金の対象とする範囲は、原則として、現在の所有者について事実確認のできる

限りにおいて、課税誤りの当初からとすること。  
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５  留意事項  

 

（１）返還金支出事務は、賦課決定による減額と異なるものであるから、課税誤りの対象

となる物件、所有者、原因等の調査を十分に行い、その取扱いは慎重、かつ、適切に

行うものとすること。  

 

（２）過去において、賦課決定の期間制限等により、５年を超える過誤納金について減額

の賦課決定等を行わなかった者から、この過誤納金について返還金支払の申請があれ

ば、返還金支出事務として行うものとすること。  

 

 

（３）返還金支払対象者は、原則として、現在の所有者とし、所有権移転に伴う前所有者

には遡及しないこととする。ただし、相続等により相続人から被相続人の分について

も返還金支払の申請があれば、返還金支出事務を行うものとすること。  

 

（４）納税者との折衝の際には、口座振込により受領を依頼し、口座振込依頼書（様式随

意）を受領しておくこと。  

 

《平成 28 年４月以降の不服申立制度》 

 固定資産課税台帳に登録された価格に関する審査の申出については、上述のとおり、平

成 28 年４月以降も従来と同様の手続が行われるが、固定資産税の賦課決定に対する不服申

立てについては、手続が大きく変わることとなる。不服申立制度について公正性や利便性

の向上を図ることを目的として、改正された行政不服審査法が平成 28 年４月に施行され、

新たな不服申立制度においては、審理員が審理手続を行い、裁決を行うに当たっては行政

不服審査会等に諮問することとなる。  

 審理員による審理手続及び行政不服審査会等への諮問手続は、審理・裁決の公正性を高

めるために行うものである。平成 28 年４月以降、これらの手続の導入によって、固定資産

税の賦課決定に対する審査請求についても、公正な審理・裁決を確保する体制が整備され

ることが望まれる。  
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3.4 市税の管理システムの構築について  

 

Ⅰ  札幌市の市税の管理システムの概要 

 

１  札幌市における市税システム概要  

 

札幌市の市税システムは、次のようにネットワーク化がされており、外部の情報は地

方税ポータルセンタを通じて国税庁、年金保険者、納税者等から市税事務に必要な申告

情報について電子データにより情報提供を受けている。また、地方税の情報化は進んで

おり、今後も更なる情報連携が図られる予定となっている。  
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【３ -４ -Ⅰ -図表１ 税システム関係ネットワーク（イメージ図）】  
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２  地方税の電子申告について  

 

札幌市における電子申告対象税目別申告状況は下記のようになっている。毎年利用率

が上昇しており、現在電子申告の対象税目では、全体の約４割が電子申告で申告を行っ

ている。  

 

【３ -４-Ⅰ -図表２ 電子申告税目別申告状況】       （単位：件、％、ポイント） 

 

【３ -４-Ⅰ -図表３ 電子申告利用状況推移（電子申告件数、利用率）】（単位：件、％） 

 

(いずれも税政部作成 ) 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

申告総数 70,795 71,277 71,964 71,444 69,061 68,082 67,521 68,004 69,242 67,646

電子申告数 42 385 5,726 12,817 18,430 22,905 27,436 30,935 34,570 38,449

利用率 0.1 0.5 8.0 17.9 26.7 33.6 40.6 45.5 49.9 56.8

前年比利用率増減 0.1 0.5 7.4 10.0 8.7 7.0 7.0 4.9 4.4 6.9

申告総数 68,943 59,163 57,182 70,339 59,132 57,243 67,957 61,366 59,721 61,085
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札幌市の地方税ポータルシステム全体を費用面で確認すると、下記のとおりである。  

 

【３ -４ -Ⅰ -図表４ 地方税ポータルシステム事業費内訳表】 

                           （単位：千円）  

項目 26 年度決算額  

維
持
運
用
費 

（
情
報
化
推
進
部
） 

システム運用保守委託料  9,939 

サーバ・クライアント等機器保守委託料  11,810 

サーバ・クライアント等機器賃借料  9,803 

ネットワーク保守委託料  300 

需用費（本稼動用帳票・トナー・メディア等）  90 

計  31,942 

協
議
会
負
担
金
等 

（
税
政
部
） 

会費 1,185 

電子申告等関係費負担金（Ｈ 25 まで：運用関係費負担金）  13,030 

ｅＬＴＡＸ次期更改準備資金（Ｈ 25 まで：次期更改準備資金） 1,170 

国税連携関係費負担金  4,071 

経由機関業務分担金（Ｈ 25 まで：経由機関（システム運用関

係費負担金））  
3,546 

扶養親族等申出書刷成費等負担金（Ｈ 25 まで：個人住民税の

給与所得者の扶養親族申告書等の統合様式作成負担金）  
81 

 計  23,083 

（税政部作成資料）  

 

地方税の電子申告のシステム（エルタックス（ eLTAX））の運営主体は、一般社団法

人地方税電子化協議会（全ての都道府県、市町村が会員として加入）とされ、現在、こ

のシステムの接続団体は全 47 都道府県及び全 1,741 市区町村と接続されている。  

このシステムから提供される主なサービスの内容は、電子申告関係では法人市民税、

固定資産税（償却資産）、事業所税、給与支払報告書であり、一部の都道府県、市町村

では電子納税も行われている。その他年金からの特別徴収事務や国税との電子データの

やりとりも行われている。  

札幌市を含む市町村の電子申告利用状況は、下記のとおりである。  
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【３ -４ -Ⅰ -図表５ 札幌市を含む市町村の電子申告利用状況】  

 課税団体数  

平成 26 年 8 月 25

日現在導入団体

数（予定）  

平成 26 年 8 月

25 日現在で未

導入の団体数  

参考：  

平成 25 年 4 月現  

在導入団体数  

個人住民税  

（給与支払報告書の

電子的提出の  

受付）  

1,741 市区町村  
1,741 市区町村  

（ 100％）  
0 

1,441 市区町村  

（ 82.72％）  

法人市町村民税の  

電子申告の受付  
1,718 市町村  

1,716 市町村  

（ 99.88％）  
2 町村  

1,410 市町村  

（ 82.02％）  

固定資産税（償却資

産）の  

電子申告の受付  

1,718 市町村  
1,704 市町村  

（ 99.19％）  
14 市町  

1,381 市町村  

（ 80.34％）  

事業所税の  

電子申告の受付  
75 市  

74 市  

（ 98.67％）  
1 市  

71 市  

（ 94.67％）  

申請・届出  

（法人設立届出の  

電子的提出等の  

受付）  

1,741 市区町村  
1,706 市区町村  

（ 97.99％）  
35 市区町村  

1,380 市区町村  

（ 79.22％）  

 

〈参考：導入未定団体数の都道府県別内訳〉  

【法人市町村民税】福島県１、奈良県１  

【固定資産税】北海道２、秋田県１、福島県１、千葉県５、東京都２、奈良県１、徳島

県１、香川県１  

【事業所税】福岡県１  

【申請・届出】北海道９、秋田県３、福島県１、千葉県７、東京都４、石川県４、奈良

県１、鳥取県１、広島県２、徳島県１、香川県１、愛媛県１  

（税政部作成）  
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３  札幌市における市税システムの開発の流れや稼動後に導入した機能等について  

 

（１）基幹系システムの開発の流れ  

 

平成 26 年 10 月に稼動した現在の税基幹系システムは、旧システムの老朽化や維持

管理費コストの増大等を背景として、全庁的に各システム（住民記録、税、国民健康

保険や介護等の福祉系システム）を再構築する事業の一環として開発を行ったもので

ある。 

このシステムの再構築においては、開発プロセス・内容のグラスボックス化を図る

こととされ、開発行程を「要件分析」（業務の手順を分析し、システム化の対象と手

順を定義する。）、「基本設計」（業務実施に関わる画面、帳票レイアウト等を作成する。）、

「開発」（システムプログラム開発、テスト、データ移行等を行う。）の３段階に分け

て行った。  

各開発行程では、その行程を担当する業者や情報化推進部職員、税政部職員と各市

税事務所から数名の職員が参加するワーキンググループにおいて、ヒアリングを実施

しながら進め、「要件分析」の段階では、旧システムをベースに具体的な個々の業務

の手順を分析する中で、各市税事務所職員から現場の意見として様々なシステム改善

の要望や意見等が出され、新システムの中で導入すべき機能かどうかワーキンググル

ープの中で検討し、業務上の必要性が高い機能については、「要件分析」の中で整理

し、｢基本設計｣、「開発」を進めていった。  

しかしながら、実際に開発を進めていく中で時間的な制約やシステム開発全体の経

費の状況を踏まえ、基幹系システムの稼動のタイミングにおいては、税務事務として

必要な機能は稼動させることとし、一部機能の実装を先送りすることとなった。  

先送りとなった機能については、稼動後も追加開発（二次開発）を行っており、来

年度も更なる改修が予定されている。  
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（２）二次開発及び来年度の改修において導入する主な機能と経費  

 

①  二次開発時に導入したもの  

 導入した主な機能  

収納管理  ①  収入集計表の集計方法の改修  

  手作業により収入集計表の補完作業をしていた部分について、システ

ムで集計し、出力できるよう改善を図った。  

 

②  不一致、異動、エラーリストの改修  

  手作業により帳票の補完作業をしていた部分について、システムで集

計し、出力できるよう改善を図った。  

 

③  コンビニ収納の収入消込の改修  

  コンビニ収納情報の表示を画面確認することに時間を要していたた

め、適切に収納情報の確認ができるよう画面の表示方法の改善を図った。 

 

④  口座振替の登録等に係る改修  

 口座振替情報の登録について、１件ごとに登録を行うオンライン入力

以外に大量にデータの一括登録ができるよう改善を図った。  

 

⑤  申告税目の収入消込の改修  

  申告税目の調定情報に手作業で収入消込作業を行っていたため、シス

テムで収入消込ができるよう改善を図った。  

諸税  ①  申告書のイメージ化（軽自動車税）  

  軽自動車税申告書をスキャナーで取り込み、システム上で管理するこ

とで、入力や書類管理業務の改善を図った。  

滞納整理  ①  北洋銀行の郵送差押対応機能  

  郵送で行っている差押えをシステム化することで、コスト削減・業務

効率化を図った。  

 

②  税制改正による徴収猶予・換価の猶予の帳票変更等  
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   税制改正に対応するための帳票追加と様式の一部変更。  

 

③  公売機能  

  公売機能をシステム化することで業務効率の改善を図った。  

 

④  調査申請書発行機能  

  未対応であった調査申請書様式を追加することで業務効率の改善を図

った。 

 

②  来年度の改修で導入予定のもの  

 導入予定の主な機能  

収納管理  ①  還付事務に係る改修  

  現年還付と歳出還付が同時に発生した場合、一部手作業で修正を行っ

ている還付事務処理をシステムで行えるよう改善を図る。  

 

②  コンビニ収納の重複納付に係る収入消込の改修  

コンビニ収納の重複納付があった場合、収納データを手作業により確

認を行っているが、オンライン画面と出力帳票で情報管理できるよう改

善を図る。  

 

③  年金特徴の収納管理事務の改修  

年金特徴の収納管理事務は、新システムでオンライン化を図り、１件

当たりの事務処理時間や相対事務量が増大しているため、画面の入力数

を削減し、複数回の還付を同時に処理することができるよう改善を図る。 

 

④  口座振替の登録機能に係る改修  

普通徴収と特別徴収の併徴者の口座振替情報が登録できないため、手

作業により情報の管理を行っていたが、システムで登録できるよう改善

を図る。  

市民税  ①  個人住民税の徴収方法変更作業  

個人住民税の徴収方法を変更する際は、１件ずつ何度も更新する方法  
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市民税  から、複数件一括して更新できる方法へ改善する。  

 

②  個人課税状況照会作業  

  納税者からの問合せ時などに使用する「課税状況複数年照会画面」を、

別画面へ遷移しなくとも、必要な情報を１画面で確認できるよう改善す

る。 

 

③  納税者氏名確認作業  

 特別徴収義務者ごとに納税者個人を参照する「個人明細画面」を、別  

画面へ遷移しなくとも、漢字氏名とカナ氏名の両方を確認できるよう改

善する。  

 

④  税務署調査に係る準備作業  

  税務署へ調査を行う対象者に対してシステムで作成する「税務署調査

票」に、職員が補記する作業を省略できるよう納税通知書番号などの必

要な情報を印字するよう改善する。  

固定資産税  ①  データ入力及びチェック作業  

  煩雑な入力及び同様の項目を何度も入力することになっている部分を

改善する。また、画面と帳票の両方をチェックしているが、これを帳票

だけで確認できるようにする。  

 

②  納税義務者への各種通知に係る作業  

  出力された通知類のうち、一部手作業で修正しているもの等があるこ

とから、修正せず使用できるよう改善する。  

滞納整理  ①  確定延滞金の有無の注意書き機能  

  システム画面における確定延滞金の有無の視認性を上げることによ

り、正確な業務が行えるよう改善する。  

 

②  調定額変更の連携機能  

  システム反映に要する時間を短縮することにより、業務効率を改善す

る。 
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③  ２次開発に係る経費及び来年度開発に係る経費（見込）  

 

・ ２次開発に係る経費：544,062 千円（基幹系システム稼働後、平成 27 年度まで）  

・  来年度開発に係る経費（見込）： 205,000 千円 

 

３  基幹系システムの運営費用（ランニングコスト）  

 

平成 26 年度実績額  平成 27 年度予算額  

716,708 千円 1,017,697 千円 

 

※  総務局情報化推進部が作成した資料による。  

なお、税務統計の徴税費には、システム運営費用（ランニングコスト）の一部を

計上している。  

 

４  マイナンバー制度について  

 

平成 28 年１月よりマイナンバー制度が導入される。市町村においてマイナンバーの

利用実施の予定状況は下記のとおりである。  

  



219 

 

【３ -４ -Ⅰ -図表６ 各税目におけるマイナンバー利用実施予定状況】  

 

 

 

 

 

個人
番号

法人
番号

申告等の種類 手続の主体 番号記載開始時期

○ － 市民税道民税申告書
納税義務者
→市町村

平成29年度以後の年度分の住民税
に係る申告書に適用

○ ○
退職所得等の分離課税に係る納入
申告書

特別徴収義務者
→市町村

平成28年1月1日以後に行われる納
入申告に適用

○ ○ 退職所得申告書
納税義務者→市町村
（特別徴収義務者経由）

平成28年1月1日以後に行われる申
告に適用

○ ○
退職手当等の特別徴収票（市町村
提出用）

特別徴収義務者
→市町村

平成28年1月1日以後に行われる退
職手当に適用

○ ○
給与支払報告書（総括表、個人別
明細書）

特別徴収義務者
→市町村

平成29年度以後の年度分の住民税
に係る報告書の提出に適用

○ ○ 給与所得者異動届出書
特別徴収義務者
→市町村

平成29年度1月1日以後に給与の支
払を受けなくなった者に係る届出
に適用

○ ○
公的年金等支払報告書（総括表、
個人別明細書）

公的年金の支給者
→市町村

平成29年度以後の年度分の住民税
に係る報告書の提出に適用

○ －
寄附金税額控除に係る申告特例申
請書

納税義務者
→都道府県、市町村

平成28年1月1日以後の寄附に係る
申請に適用

○ －
寄附金税額控除に係る申告特例通
知書

都道府県、市町村
→市町村

平成28年1月1日以後の寄附に係る
通知に適用

○ ○
給与所得等に係る市民税･道民税
特別徴収税額の決定・変更通知書
（特別徴収義務者用）

市町村
→特別徴収義務者

平成29年度以降の年度分の住民税
に係る通知に適用

－ ○
年金所得に係る特別徴収税額の通
知（納税義務者用）

市町村
→特別徴収義務者

平成29年4月1日以後に行われる通
知に適用

個人住民税で使用する主な申告書等

個人
番号

法人
番号

申告等の種類 手続の主体 番号記載開始時期

－ ○
確定・中間申告書（修正申告書を
含む）

法人→市町村
平成28年1月1日以後に開始する事
業年度に係る申告に適用

－ ○ 予定申告書（修正申告書を含む） 法人→市町村
平成28年1月1日以後に開始する事
業年度に係る申告に適用

－ ○ 更正請求書 法人→市町村
平成28年1月1日以後に行われる請
求に適用

法人市町村民税で使用する主な申告書等

個人
番号

法人
番号

申告等の種類 手続の主体 番号記載開始時期

○ ○
市町村たばこ税申告書（修正申告
書を含む。）

納税義務者→市町村
平成28年1月1日以後に開始する課
税期間に係る申告に適用

市町村たばこ税で使用する主な申告書等

個人
番号

法人
番号

申告等の種類 手続の主体 番号記載開始時期

－ － 軽自動車税申告書（報告書） 納税義務者→市町村 当面記載しない

軽自動車税で使用する主な申告書等

個人
番号

法人
番号

申告等の種類 手続の主体 番号記載開始時期

○ ○
償却資産申告書（償却資産課税台
帳）

納税義務者→市町村
平成28年1月1日以後に行われる申
告に適用

固定資産税で使用する主な申告書等
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（総務省のホームページより包括外部監査人一部加除）  

 

このように札幌市の市税の情報化の現状は、平成 26 年 10 月に導入した新システムの

その後も改修が必要であること、地方税の電子申告システムも毎年改修が続くことが予

想される点、さらに平成 28 年１月からマイナンバー制度の導入により、今後も市税事

務が高度化、複雑化していくものと思われる。  

 

Ⅱ  監査の内容  

 

  平成 26 年 10 月に税基幹系システムを改修したが、継続してシステムの改修が行われ

ている現状にある。今回の外部監査の結果を踏まえ、市税情報の有効活用をしていくた

めの視点から、今後システム改修を行う上で考慮すべき点について検討を行った。  

 

Ⅲ  監査の結果  

 

【意見】  

下記の点をシステム開発において考慮すべきである。  

 

１  個人住民税  

退職手当等に係る個人住民税の補正調査、退職日の記載された一定額以上の給与支払

報告書情報を抽出し、退職日の把握と退職所得に対する特別徴収の状況を突合する。  

 

２  法人市民税  

個人市民税の事業所情報等や事業所税の申告状況及び貸付申告情報と相互連携して

法人市民税の開設状況や分割法人の支店設置状況の把握に役立たせる。  

 

３  事業所税①  

家屋の使用状況確認や従業者割の把握のため、法人市民税の事業所情報等を相互連携

して、法人申告書に記載された従業者数及び給与支払報告書情報の集計等を基に従業者

個人
番号

法人
番号

申告等の種類 手続の主体 番号記載開始時期

○ ○
事業所税申告書（修正申告を含
む。）

納税義務者→指定都市等
平成28年1月1日以後に開始する課
税期間に係る申告に適用

事業所税で使用する主な申告書等
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割の推計に役立たせる。  

 

４  固定資産税①  

土地や家屋の評価や特例の適用判定利用のため、土地及び家屋の使用状況の突合や大

型マンションの居住割合の判定目的として住民票情報の利用、個人市民税の申告状況を

利用して役立たせる。  

 

５  事業所税②  

家屋の面積や使用状況を確認した資料の保存及び検索機能を備えたものの追加整備。 

 

６  固定資産税② 

 評価資料の保存及び検索機能の追加整備。  

 

【理由】 

全体のシステム開発の前提として、市税情報の相互的情報交換の視点が必要であると考

える。例えば、上記１から４の税目においては効果の面で有効であると考えられる。  

 また、課税資料の保管及び検索機能の強化が求められている。納税者からの問合せ及び

課税処分の不服申立て等があった場合の早期対応を行うためであり、例えば、上記５及び

６の税目では決定や課税処分の基礎又は証明資料となる。  

 さらに、今後マイナンバーの普及に伴い、情報のひも付けが進み、個人の所得や納税の

情報と預金や不動産の情報の突合が可能となっていくと想定される。個人情報保護の重要

性を踏まえつつ、各種の市税について効率的、効果的な情報利用の方法について検討すべ

き時期が既に来ており、その視点からのシステム開発が必要である。  

 


